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技術部に導入された日報。技術部長にとって、日々の機材の

運用状況の把握が容易になり、記録に残されるようになった。

2013 年 10 月からの報告書が管理されている。

JICA 専門家の働きかけにより、定例化した技術部門の朝の

ミーティングの様子。放送機材管理に係る情報共有が促進さ

れた。

テレビ技術部のオフィスの棚には、プロジェクト活動で作成

した放送機材の維持管理マニュアル、運用マニュアルなどが

整理整頓され、保管されている。

南スーダンラジオ（SSR）唯一のラジオ・スタジオは 1970 年

代に米国の支援により整備されたものを現在まで使用してい

る。現在の運用状況について、業者に説明を行うラジオ技術

部長。

SSTVR 敷地内に設置されたプロジェクト事務所（手前）と供

与されたジェネレーター（奥）。二つの会議室と編集用 PC が

設置された部屋が併設されており、SSTVR 職員の会合の機会

が増えた。以前は、木陰に集まって会議をしていた。

南スーダン放送公社（SSTVR） Director General と面談を行う調

査団

写　　　　　真



中間レビュー調査結果に係る M/M 合意署名の様子JCC メンバーと合同評価調査団の協議の様子

第三国研修に参加後、単独で Abyei に取材に行き、保健状況の

様子を伝えるリポートを制作したワーキング・グループ 4（報

道）メンバー

テレビスタジオのサブコントロールの様子。第三国研修から

帰国後、技術部職員は壊れていた VTR を修理した。

記者ハンドブックの作成に取り組むワーキング・グループ 4
（報道）メンバーたち

ワーキング・グループ 3（番組制作）へのインタビューの様子。

スペシャル番組専従班を設置し、農業分野など南スーダンが

発展するための番組制作に向けて始動した。



略　語　表

略語 英　語 日本語

AICAD
African Institute for Capacity Development 
(Kenya)

アフリカ人づくり拠点（ケニア）

AMDISS
Association for Media Development in South 
Sudan

南スーダンメディア開発協会

C/P Counterpart Personnel カウンターパート（実施機関）

CPA Comprehensive Peace Agreement 包括的和平合意

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会

JKUAT
Jomo Kenyatta University of Agriculture and 
Technology (Kenya)

ジョモケニヤッタ農業工業大学（ケ

ニア）

KBC Kenya Broadcasting Corporation ケニア放送公社（公共放送局）

M/M Minutes of Meetings 協議議事録

MOIB Ministry of Information and Broadcasting 情報・放送省

NGO Non-Governmental Organization 非営利団体

ODA Official Development Assistance 政府開発援助

OJT On the Job Training オンザジョブ・トレーニング

PDM Project Design Matrix
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス

PO Plan of Operations 詳細活動計画

R/D Record of Discussions 討議議事録

SPLM Sudan People’s Liberation Movement スーダン人民解放運動

SSBC South Sudan Broadcasting Corporation 南スーダン放送公社（公共放送局）

SSR South Sudan Radio 南スーダンラジオ

SSTV South Sudan Television 南スーダンテレビ（TV）

SSTVR South Sudan Television and Radio 南スーダンテレビ（TV）・ラジオ

ToT Training of Trainers 指導員訓練

UBC Uganda Broadcasting Corporation ウガンダ放送公社（公共放送局）

UNESCO
United Nations Educational, Scientific and 
Cultural Organization

国際連合教育科学文化機関

UNMISS United Nations Mission in South Sudan 国際連合南スーダン・ミッション

WG Working Group ワーキンググループ



１－１　協力の背景と概要

南スーダン共和国（以下、「南スーダン」と記す）は 20 年にわたる長期の内戦の影響から、

国家運営のための十分な制度が確立されておらず、独立国家としての政府機構を確立させるた

めの課題が山積している。同国では国際社会の支援を得ながら国家建設を進めているが、新し

い民主国家建設プロセスにおいては、「第四の権力」であるマスメディアの役割が極めて重要で

あり、特に紛争直後の国では、新国家が健全に運営され、かつ紛争再発を予防するうえで、監

視機能を果たすメディアの役割は大きい。加えて、紛争の影響で国内のインフラが荒廃し、都

市間の移動が制約されている南スーダンにおいては、国民の生活に必要な情報を中央から地方

に提供することが困難であることから、メディアを通じこれを克服することも期待されている。

情報・放送省（Ministry of Information and Broadcasting：MOIB）傘下の国営南スーダンテレ

ビ（TV）・ラジオ（South Sudan Television and Radio：SSTVR）は、国内最大のカバーエリアを

もつメディアであり、今後、公共放送局化が予定されていることから、SSTVR が正確・公正な

報道、多文化・多民族に配慮した番組制作を行うことで、民主国家を支える健全な市民社会の

形成に資することが期待されている。一方、公共放送局化に向けた具体的な計画は策定されて

おらず、職員は、放送機材維持管理及び番組制作に係る十分なトレーニングを受けておらず、

正確かつ公平な報道を行う能力も不足している。かかる背景から、SSTVR の公共放送局化に向

けたプロセスを支援するとともに、同局の人材育成を図ることが不可欠な状況であった。

このような背景に基づき、南スーダン政府からの要請を受けて JICA は 2012 年 12 月から 4 年

間の予定で「南スーダン TV・ラジオ組織能力強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と

記す）を実施している。本プロジェクトでは SSTVR における正確・中立・公正な情報の提供に

必要な人材の育成をめざし、放送局運営、機材管理、番組制作、報道、民主化の分野で専門家

を派遣し、活動を実施している。

１－２　協力内容

（1）上位目標

SSTVR によって、正確・公平・中立な情報が国民に届けられる。

（2）プロジェクト目標

SSTVR において、正確・公平な情報を国民に届けるメディアに必要とされる人材が育成

１．案件の概要

国　名：南スーダン共和国 案件名：南スーダン TV・ラジオ組織能力強化プロジェクト

分　野：ガバナンス - 民主制度 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額（評価時点）：約 4 億 6,000 万円

協力期間

（R/D: 2012 年 8 月 23 日）

2012 年12月 1 日～

2016 年11月30 日（4 年間）

先方関係機関： 情報・放送省（MOIB） 
南スーダン TV・ラジオ（SSTVR）

日本側協力機関：一般財団法人 NHK インターナショナル

他の関連協力：

中間レビュー調査結果要約表
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される。

（3）成　果

1.  SSTVR において、公共放送局化に向けた組織運営上の課題が明確化され、同課題解決

のための対処方針及び組織ビジョンがまとめられる。

2.	�SSTVR において、職員の放送機材運用・維持管理に係る能力が向上する。

3.	�SSTVR において、番組制作を担当する職員の番組制作能力が向上する。

4.	�SSTVR において、報道担当者のプロフェッショナリズム（正確・公正な報道）に関す

る意識が向上する。

（4）投入（2015 年 9 月末時点）

日本側：

短期専門家派遣： 15 名〔87.30 人月（MM）〕

研修員受入： 137 名（本邦：30 名、第三国研修：107 名）

機材供与： 2,786 万 5,854 円

ローカルコスト負担： 7,655 万 7,000 円

南スーダン側

カウンターパート： MOIB（3 名）、SSTVR（61 名）計 64 名

施設提供： SSTVR 敷地内プロジェクト事務所建設用の土地

ローカルコスト負担：  MOIB、SSTVR のカウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）
のセミナー等参加のための交通手段

３－１　紛争分析（政治・治安状況）

2005 年の南部スーダンと北部スーダンの包括的和平合意に基づき実施された、独立を問う国

民投票を経て、2011 年 7 月南スーダン共和国が誕生した。2013 年 12 月にはサルバ・キール大

統領派（ディンカ族）とリエク・マシャール前副大統領派（ヌエル族）の騒乱が発生し、武力

衝突が各地に拡大した。2015 年 8 月 26 日、大統領と反政府派との間で和平協定が締結され、

同合意内容に従い、90 日後に、30 カ月間の新暫定政府（Transitional Government of National 
Unity）が誕生する予定である。また、30 カ月の期限終了の 60 日前には総選挙が行われること

が規定されている。

MOIB はメディア関連のパッケージ法案を起草し、2008 年に議会に提出し、同法案は議会を

通過、大統領の承認待ちとなった。2013 年 11 月、大統領は法案内容の一部改正を求めて議会

に差し戻し、同年 12 月、議会は大統領の要請どおりに法案を修正し、再び大統領に提出した。

２. 評価調査団の概要

調査者

総　括　： 橋本　敬市 JICA 国際協力専門員

評価企画： 藤田　晋吾 JICA 産業開発・公共政策部　法・司法チーム 調査役

評価分析： 小野里　宏代 グローバルリンクマネージメント株式会社

調査期間 2015 年 9 月 30 日～ 2015 年 10 月 13 日 評価種類：中間レビュー

３.　評価結果の概要
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2014 年 9 月、大統領は同法案に署名し、「独立メディア規制局法（Media Authority Act, 2013-
No.64）」「公共放送局法（The Broadcasting Corporation Act, 2013-Act No.63）」「情報アクセス法（The 
Right to Access to Information Act, 2013-Act No.65）」が成立した。2015 年 5 月、これら委員会の

委員候補者の指名が行われ、2015 年 9 月時点では、議会の承認待ちである。しかし、2013 年

12 月以降、政府の治安機関関係者によるメディアへの言論統制が強化されており、特に、2015
年 8 月には国際社会から和平協議に係るプレッシャーを受けていた政府は、反政府側の意見を

取り上げた等の理由で、立て続けに新聞社、ラジオ局を閉鎖した。さらに、この時期、ジャー

ナリストが殺害されるケースも発生した。また、SSTVR においても、検閲が以前にも増して強

化されているといった状況である。

以下は、こうした状況とプロジェクトの関係性をかんがみたうえでの評価結果である。

３－２　実績の確認

（1）成果の達成状況

1）成果 1
成果 1 の指標はおおむね良い方向に進捗しており、成果が発現しつつある。SSTVR

の公共放送局化を図るうえで、組織面及び運用面の課題について、ワーキンググループ

（Working Group：WG）1 は第三国研修中に集中的に議論し、共通理解の下、「SSTVR の

公共放送局化に向けた課題に対する対処方針（暫定版）」にまとめた（指標 1.1）。同内容

は SSTVR の「公共放送局化に向けた短期ロードマップ」の骨子となり、その後も幹部研

修中に、組織体制づくりを中心に、人事、財務についても問題点が抽出され、具体的な

過程とスケジュールの目安が記載され実用的なものとなった。同ロードマップは第 3 年

次中に完成予定である（指標 1.2）。第 2 年次には、メディア関連法案が成立されたこと

を受け、「公共放送局化に向けた中・長期ロードマップ」の検討準備が開始された。公共

放送局化後 5 ～ 10 年の行動計画として、視聴者の信頼を得られる放送局となることを目

標に、放送網の拡大、健全な運営のための財政計画の作成、公正・公平で質の高い放送

の実現などが盛り込まれる予定である。第 3 年次、第 4 年次には、現地及び周辺国から

の専門家を招聘し、国際機関や現地ジャーナリスト団体などの意見を取りまとめ、包括

的かつ具体的な中長期ロードマップの策定が予定されている。また、国会承認の進展が

待たれる公共放送局経営委員会の設置時期は未定であるが、発足後は同ロードマップの

内容について協議を重ね、完成をめざす予定となっている（指標 1.3）。
したがって、SSTVR において、公共放送局化に向けた組織運営上の課題が明確化され、

同課題解決のための対処方針及び組織ビジョンがまとめられつつあると判断される。

2）成果 2
成果 2 の指標はある程度達成されている。放送機材運用・維持管理に係る要員計画に

ついては、現在の要員状況の明確化が進められている（指標 2.1）。他方、SSTVR が目標

とする放送機材運用・維持管理に係る要員計画の具体化や、実際の要員配置の実施は、

成果 1 で検討されている新組織に向けた SSTVR 組織改造の進捗次第と考えられる（指標

2.2、指標 2.3）。本調査時点では、8 種類のチェックリストやリポートフォーマット（放

送実施、朝ミーティング・チェックリスト、収録報告、放送事故、機材障害、旧機器処

iii



理票など）が作成され、導入されている（指標 2.4、指標 2.6）。また、機器運用及び機材

管理規定などが作成され、同規定の点検周期や検査内容に基づく運用が始まっている（指

標 2.5）。放送機材運用・維持管理マニュアルは、運用、保守、音声放送機、ENG カメラ、

音声調整卓、VTR に関連し、合計 6 つ作成され、活用されている（指標 2.7）。
したがって、SSTVR 職員の放送機材運用・維持管理に係る能力が、ある程度向上して

いると判断される。

3）成果 3
成果 3 の指標はおおむね良い方向に進捗しており、成果が発現しつつある。現状の番

組制作部門の組織改編は行われておらず、進捗も不明である（指標 3.1）。番組制作の体

制づくりのため、本プロジェクトでは第 3 年次にスペシャル番組専従班を設置し、テレ

ビ部門 13 名とラジオ部門 6 名で構成されたメンバーが、南スーダンが発展するための

番組づくりに向け、始動した。具体的には、JICA の支援により農業省が策定した農業振

興のためのマスタープランと連携し、番組構成の検討を行っている（指標 3.2）。番組制

作部の組織改造については、今後進められる公共放送局としての新組織構築に向けた、

SSTVR 全体の改編の進捗次第である（指標 3.3）。
第 3 年次、番組専従班のオンザジョブ・トレーニング（On the Job Training：OJT）成

果チェックリストが作成され、定期的な会議の開催とともに定着化を図っている（指標

3.4）。また、「番組制作ガイドライン（暫定版）」は第 1 年次に作成され、同コンポーネ

ントは番組制作研修を通じ、中核的職員に浸透しつつある。第 3 年次中に同ガイドライ

ンの完成が予定されている（指標 3.5）。
したがって、SSTVR において、番組制作を担当する職員の番組制作能力が向上しつつ

あると判断される。

４）成果 4
成果 4 はおおむね良い方向に進捗しており、成果が発現しつつある。現状の報道に係

る職員体制及び役割の明確化に関し、第 3 年次、現行組織図及びニュース時間表が作成

された（指標 4.1）。SSTVR が目標とする報道に係る要員計画の具体化（指標 4.2）、及び、

同計画に基づく適切な要員配置の実施（指標 4.3）については、今後進められる公共放送

局としての新組織構築に向けた SSTVR 全体の構造改革の進捗次第である。

「報道倫理規範（暫定版）」については、最終草案が作成され、SSTVR の幹部へ提出さ

れており、第 3 年次以降の完成が予定されている（指標 4.4）。第 3 年次、WG3 により記

者ハンドブックの作成が進められており、第 4 年次中に英語版及びアラビア語版が完成

予定である（指標 4.5）。独自の視点に基づく放送への意識については、第 1 年次から第

2 年次にかけて実施された本邦研修及び第三国研修を通じ、多様かつ独自の視点に基づく

報道に結びつけるための、取材源の多様化、社会ニュースの重要性などを学んだ。第 3
年次以降、さらなる意識の向上をめざし、南スーダン国内での実際の取材や提案を通じ

て独自の視点に基づく報道のノウハウを抽出するといった OJT が予定されている（指標

4.6）。
したがって、SSTVR において、報道担当者のプロフェッショナリズムに関する意識が
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向上されつつあると判断される。

（2）プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標の指標は、プロジェクト期間中に、ある程度は達成されると推測される。

成果 2 で述べたとおり、放送機材運用・維持管理規定及びマニュアルに従い、放送機材

運用・維持管理が行われている（指標 1）。また、成果 3 で述べたとおり、「番組制作ガイ

ドライン暫定版」は作成され、第 2 年次には同理念に基づき、計 4 本のテレビ番組、計 2
本のラジオ番組が番組制作スタッフにより制作され、放送された（指標 2）。職員の倫理規

範及び記者ハンドブックの内容への理解については、作成過程の議論を通じ理解を深めつ

つあり、また、第 1 年次から第 2 年次にかけて実施された第三国研修を通じ、基礎知識を

学んでいる。また、研修中には、報道職員により 5 本のニュースリポートが制作された（指

標 3）。SSTV 職員による放送内容がプロジェクト開始時と比して改善されたかについては、

指標 2 で述べたとおり、研修中の実習を通し、より質の高い番組制作が実施され、これら

複数の番組とニュースレポートが放送されたことから、改善に向けて進捗しているといえ

る（指標 4）。
したがって、SSTVR において、正確・公平な情報を国民に届けるメディアに必要とされ

る人材はある程度育成されつつあると判断される。

３－３　評価結果の要約

３－３－１　妥当性：高い

本プロジェクトは南スーダン政府の開発政策及び日本の対南スーダン援助政策との整合性

が高い。また、公共放送法を含むメディア関連法の成立を受け、対象グループとして選択

された SSTVR の公共放送局〔南スーダン放送公社（South Sudan Broadcasting Corporation：
SSBC）〕への組織改造は、ますます急務となっており、本プロジェクトを通じた、技術、番

組制作、報道に従事する職員の能力強化は同局のニーズに合致している。

３－３－２　有効性：中程度

プロジェクト目標の 4 つの指標はある程度達成されつつあり、4 つの成果によってもたらさ

れたと判断される。他方、SSTVR の組織体制の再構築については、国営放送局から公共放送

局への移行の進展次第である。今後、公共放送法が着実に遵守され、まず経営委員会が設置

される必要があることから、本調査時点では、SSTVR の脆弱な組織体制及び不適切な人員配

置の課題は残されている。加えて、職場環境の未整備による業務パフォーマンスへの影響も

重なり、研修を受けた WG メンバーを含む中核的職員の能力強化はなされているものの、そ

の他職員への技術普及には至っていない。以上から、残された課題は多く、組織的な施設機

材の整備、及び、人材育成の枠組みの構築の必要性が高いといえる。

３－３－３　効率性：やや高い

すべての成果はおおむね良い方向に進捗している。成果達成への貢献要因としては、第三

国研修及び本邦研修の質の高さ、OJT を通じたチームワークの強化、隣国の公共放送局との

協力、ジェネレーター導入による電源の安定性の確保、他の JICA プロジェクトとの連携が確

v



認された。他方、日本側の投入については、2013 年 12 月に勃発した武力紛争の影響により、

専門家の現地派遣は中断され、機材供与のスケジュールは大幅に遅れた。しかし、治安情勢

が安定するまでの対応策として第三国研修を拡大し、プロジェクト活動が継続されており、

日本側及び南スーダン側ともに、状況に応じた適切な投入がなされたといえる。

３－３－４　インパクト：中程度と推測される

上位目標の達成度を推測するのは時期尚早であるが、設定された指標がプロジェクト期間

終了から約 3 年後に達成される見込みは低いと考えられる。プロジェクト目標（SSTVR の

人材育成）は確実に上位目標「SSTVR によって、正確・公平・中立な情報が国民に届けら

れるようになる」に貢献すると推測されるものの、達成するには、複数の外部条件の影響を

受けることから、指標設定内容が高すぎる（指標 1. SSTVR 視聴者数の増加、指標 2. 視聴者

の SSTVR に対する意識の変化）と考えられる。他方、第三国研修、及び、本邦研修を通じ、

SSTVR 職員が当該地域の社会テーマを取り上げ、複数のテレビ番組及びラジオ番組の制作、

ニュース取材を行い、これら番組が SSTVR の放送を通し、南スーダンの視聴者へ正確・中立・

公正な情報が届けられたことは大きな前進であり、今後、南スーダン社会への本プロジェク

トによる正の波及効果が期待される。

３－３－５　持続性：中程度と推測される

政策面の持続性は高い。公共放送法を含むメディア関連法により、SSTVR を SSBC へ公共

放送局化する政策は維持されると推測される。

組織面の持続性はやや高い。本プロジェクトで策定中の公共放送局化への短期ロードマッ

プが履行され、中長期ロードマップが策定され、同ロードマップがこれから設置される公共

放送経営委員会に承認されれば、本プロジェクトの効果を SSTVR は維持できると推測される。

財政面の持続性はやや低い。紛争の影響による緊縮財政、燃料不足といった経済状況の悪

化に加え、SSTVR ではここ数年、申請予算は充分に拠出されておらず、給与の支払いの遅延、

機材維持管理費用の確保に課題があることから、持続性にマイナスの要素となっている。

技術面の持続性はやや高い。第 1 年次、ジェネレーターが本プロジェクトにより 1 台供与

され、南スーダン側より 1 台配置されたことで、電源の安定性が確保され、SSTVR の放送の

安定に貢献した。また、本プロジェクトの技術移転手法は適切であり、放送機材の運用、維

持管理に係る規定、各種マニュアル、フォーマットが策定され、このほか、番組制作ガイド

ライン、記者ハンドブック、倫理規範などを策定中である。今後、供与される機材の導入と

適切な維持管理により、本プロジェクトで用いられる技術は、継続的に SSTVR に受容される

と推測される。

本プロジェクト効果の持続性への阻害要因として、燃料不足など電源供給を脅かす懸念材

料、及び、不透明な治安当局によるメディア規制が挙げられる。

３－４　効果発現に貢献した要因

（1）能力開発アプローチに関すること

活動実施において以下の手法を用いたことで効果発現が促進された。

・　 経験豊富な専門家を講師とした質の高い研修カリキュラム
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・　 OJT 活動、WG 活動、定例会議等を通じたチームワークの促進

・　 隣国の公共放送局の協力による第三国研修

・　 他の JICA プロジェクトとの連携を通じた南スーダンの発展のための番組づくり

・　 各種マニュアル、ガイドライン、ハンドブックなどの作成と導入

（2）実施プロセスに関すること

・　 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）の下、各成果に対し、ワーキン

ググループが設置され、主要メンバーが活動の実施に従事したことは、中核人材の育

成という効果に加え、日本人専門家とのコミュニケーションの機会となり、より円滑

なプロジェクト運営管理に貢献した。

・　 2013 年 12 月の武力衝突発生以降、JICA を含む多くの援助機関は国外退避を余儀なく

された。しかし、JICA は本プロジェクトの C/P と専門家を安全な隣国〔ケニア共和国、

ウガンダ共和国（以下、「ケニア」「ウガンダ」と記す）〕に派遣し、第三国研修の形で

プロジェクト活動を継続することを C/P に提案し、合意した。

３－５　問題点及び問題を惹起した要因

（1）実施プロセスに関すること

・　 2013 年 12 月の武力衝突発生以降、第 1 年次から第 2 年次にかけて、約 1 年 2 カ月間、

専門家の現地渡航が不可能になり、機材調達が第 3 年次まで中断された。また、この間、

SSTVR での OJT 活動が実質不可能となり、番組制作及び報道の WG 活動が中断され、

第 3 年次に専門家派遣が再開されたあと、改めてグループ形成がなされた。

３－６　結　論

本プロジェクトはプロジェクト目標に向けて進捗しており、多くの良好な結果をもたらして

いる。しかし、2013 年 12 月に勃発した武力衝突に起因する専門家の現地派遣の中断は、プロジェ

クトの進捗に大きな影響を与えた。2015 年 2 月に専門家派遣が再開されるまで、C/P の中核メ

ンバーを隣国に呼び寄せ、第三国研修としてプロジェクト活動を継続した結果、中核メンバー

の能力強化は進んだが、専門家の現地派遣の中断は、中核メンバーを通じた他職員への技術普

及を遅延させる結果となった。また、同期間中、機材供与も中断したが、これにより、供与機

材を利用した技術移転にも遅れが生じた。さらに C/P は今後、SSTVR の公共放送局化に向け、

短期ロードマップを実施するとともに、中長期ロードマップを策定し関係者間で共有する必要

があるが、SSTVR の公共放送局化を規定する公共放送法は、大統領による国会への差し戻しを

経て、2014 年 9 月にようやく発効したものの、発効後 1 年を経過しても公共放送局の経営委員

の選任手続きは完了しておらず、公共放送局化のプロセスは遅れている。

以上の状況にかんがみ、本調査団はプロジェクト期間が 2016 年 11 月までから 2018 年 3 月ま

で１年 4 カ月間、延長されることが適切であるという結論に達した。

なお、中間レビューの結果に基づいて、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 
Design Matrix：PDM）が改訂されている。上位目標、プロジェクト目標、成果を測るためのよ

り適切な指標への改訂が主な内容だが、その他いくつかの活動、例えば、中長期ロードマップ

を共有するためのセミナーの開催や、番組制作のための専従班の編成、番組制作部門及び報道
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部門のトレーナー育成研修の実施等が追加された。

３－７　提　言

本プロジェクトの効果と持続性を最大限に担保し、プロジェクト目標を着実に達成するため

に、以下を提言する。

（1）短期ロードマップの実施、及び中長期ロードマップの共有

WG1 が主体となり短期ロードマップの実施を行い、組織内外にセミナーなどを通じ、中

長期ロードマップを共有していくことが望まれる。

（2）SSTVR が公共放送局として機能するための施設機材の供与

本プロジェクト開始時に実施されたベースライン調査で判明した、SSTVR の機材の劣化

及び不足への対応は、2013年 12月に発生した武力紛争の影響により阻害された。本プロジェ

クト目標が充分に達成されるためには、必要な施設機材の供与が求められている。

（3）WG やスペシャル番組専従班の活性化

JICA 専門家が現地派遣されていない期間も、各 WG は活動の実施と進捗のモニタリング

を主体的に行うことが望ましい。また、会議をより頻繁に開催し、問題と解決策をメンバー

同士で議論する場を活用していくことが望まれる。

（4） ケニア放送公社（Kenya Broadcasting Corporation：KBC）とウガンダ放送公社（Uganda 
Broadcasting Corporation：UBC）との技術協力の継続

KBC と UBC との技術協力と情報共有を継続し、STVR が公共放送化するうえでのロール

モデルとして活用することが望ましい。

３－８　教　訓

（1）オーナーシップを向上するうえで有効な手法

本プロジェクトで取り入れた、以下の手法は、C/P のプロジェクトに対するオーナーシッ

プを向上するうえで、その有効性が証明された。

・　 プロジェクトの初期段階からの会議の定例化（例：技術部門の朝ミーティング）

・　 隣国ケニア及びウガンダの公共放送局化の経験からの学び

（2）紛争の影響を受けている C/P への第三国研修の提供の有効性

紛争の影響を受けている SSTVR の C/P にとって、第三国研修は、安全な環境で集中して

技能を向上させることができる機会となり、本プロジェクトによる技術移転の継続はより

価値あるものとして、その意義が認識されている。
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1-1. Background of the Project
The Republic of South Sudan (hereinafter referred to as “South Sudan”) has been facing numerous challenges 
in establishing a government structure as an independent nation due to the impacts of the prolonged civil 
conflict, which had persisted for 20 years. The country is engaged in state-building efforts with support from 
the international community. In the process of building a new democratic nation, the role played by the 
mass media to deliver accurate information to the public is significant. In particular, in a country which 
has just moved out from civil war, the media plays an important role in sound national development and 
surveillance for the prevention of reoccurrence of conflicts. In addition, in the society where infrastructure and 
transportation are limited, the media is expected to deliver essential information for the citizens to overcome 
the challenges.

South Sudan TV and Radio (hereinafter referred to as “SSTVR”) under the Ministry of Information and 
Broadcasting (hereinafter referred to as “MOIB”) has the widest coverage among mass media in South Sudan 
and is in a process of transforming to a public broadcaster under the Public Service Broadcasting Bill signed 
into law by the President in September 2014. As a public broadcaster, SSTVR is expected to contribute to 
the formation of a sound civil society, which serves as the backbone of the democratic nation, through its 
commitment to accurate and fair news reporting, and programme production that considers the multiculturalism 
and multi-ethnic population of the country. On the other hand, concrete plans for its transformation into a 
public broadcaster had not been elaborated. In addition, its employees had not received sufficient training 
on the maintenance and management of broadcasting equipment or on programme production, and lacked 
capacities to provide accurate and impartial news reporting. Against this background, it has been indispensable 
to support the process of SSTVR’s transformation into a public broadcaster and promote the human resource 
development of the station. 

Under such circumstances, the Government of South Sudan requested JICA to implement a technical 
cooperation project aiming to enhance the organizational capacity of SSTVR. In response, “Project for 
Institutional Capacity Development of South Sudan TV and Radio” has been launched in December 2012 for 

Summary of Mid-Term Review Results

1.  Outline of the Project

Country: Republic of South Sudan Project title: Project for Institutional Capacity Development 
of South Sudan TV and Radio

Issue/Sector: Governance - Democratization Cooperation scheme: Technical Cooperation Project

Division in Charge:
Law and Justice Division

Total Cost: 462 million Japanese Yen (at the time of the 
evaluation)

Period of 
Cooperation

(R/D: 23 August 2012)
1 December 2012 – 
30 November 2016 (4 years)

Partner Country’s Implementing Organization: 
Ministry of Information and Broadcasting (MOIB)
South Sudan TV and Radio (SSTVR)
Supporting Organization in Japan:
NHK International Inc.
Related Cooperation:
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the period of 4 years.

1-2. Project Overview
(1)	 Overall Goal: Accurate, impartial and fair information is delivered to the people of South Sudan.
(2)	� Project Purpose: Human resources are developed in SSTVR to deliver accurate and fair information to 

the people of South Sudan
(3)	 Outputs:
	 1)	� The organizational and operational issues to be addressed are clarified to transform SSTVR into a 

public broadcaster and a resolution policy and organizational vision are formulated in SSTVR.
	 2)	� The capacity of SSTVR staff in charge of operating and maintaining broadcasting equipment is 

enhanced.
	 3)	 The capacity of SSTVR staff in charge of programme production is enhanced.
	 4)	� The awareness towards professionalism (accurate and fair news) is raised among SSTVR staff in 

charge of news reporting.

(4)	 Inputs (as of 30 September 2015)
Japanese side:

Short-term Experts:	 15 short-term experts (87.30 M/M)
Trainees received:	 137 participants (Training in Japan: 30, Third country training: 107)
Provision of Equipment:	 Equivalent to 27,865,854 JPY
Local Operational Expenses:	 Equivalent to 76,557,000 JPY

South Sudanese side: 
Counterpart Personnel:	 64 CPs have been assigned by SSTVR and MOIB
Provision of Space:	� In SSTVR property, land space to build the Project office building with 

meeting rooms, Training space in the SSTVR office building until the 
completion of the construction of the Project office building

Local Cost Sharing:	� MOIB and SSTVR provided transportation for C/Ps to attend the seminar 
and symposium in Juba. 

2. Evaluation Team

Member of 
Evaluation 
Team

<Japanese Side>
Leader   Dr. Keiichi Hashimoto Senior Advisor (Peace-Building), JICA
Evaluation Planning Mr. Shingo Fujita  Law and Justice Division, Governance 

Group , Industrial Development and 
Public Policy Department, JICA

Evaluation Analysis Ms. Hiroyo Onozato Researcher, Global Link Management
<South Sudanese Side>
Mr. Paul Jacob Kumbo Acting Undersecretary, MOIB
Mr. Faris Mathew Richard Mabruk Director of Training and Research, MOIB

Schedule of 
survey

30 September – 12 October, 2015 Type of Evaluation: Mid-Term Review
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3-1.  Project Performance
3-1-1. Outputs
(1)	 �Output 1 (The organizational and operational issues to be addressed are clarified to transform SSTVR 

into a public broadcaster and a resolution policy and organizational vision are formulated in SSTVR.)
Output 1 has been progressing in the favorable direction at the time of the Mid-Term Review as shown in 
indicators.
In order to transform SSTVR into a public broadcaster, the organizational and operational issues have already 
been discussed intensely by WG1 during the third country training. As a result, “Resolution policy for issues 
related to the conversion into public broadcaster. 1st Draft. 2014.03” was developed (Indicator 1-1). During 
the training in Year 1 and Year 2, the resolution policy was drafted in the form of the draft “Short-term road 
map towards public service broadcasting.” WG 1 is aiming to finalize the short-term road map by the end 
of Year 3 while observing the parliament on process of nomination of the board members for South Sudan 
Broadcasting Corporation (SSBC) as well members of the Media Authority (Indicator 1-2). In response to the 
“Broadcasting corporation bill” enacted into law in September 2014, discussion on development of “A middle/
long-term road map for SSTVR to become a public broadcaster that is trusted by the public” has been started 
along with the short-term road map during the training in the third countries. The Project will invite experts 
specialized in organizational management including finance and human resources management as well as 
transformation into a public broadcaster as consultants during Year 3. In order to make a comprehensive road 
map, a seminar will be conducted to intake opinions of international organizations as well as local journalists’ 
organizations. If “the Broadcasting corporation act” is implemented and the SSBC board of directors is 
established accordingly, WG1 will be able to submit these road maps to the board for further discussion 
(Indicator 1-3).

(2)	 �Output 2 (The capacity of SSTVR staff in charge of operating and maintaining broadcasting 
equipment is enhanced.)

Output 2 has been achieved to some extent at the time of the Mid-Term Review as shown in indicators. 
WG2 has been working on clarifying the current situation of staff in operation and maintenance (Indicator 
2-1). On the other hand, the progress of department-level organizational reform will be depend on the process 
of the entire organizational restructuring upon transforming to SSBC (Indicator 2-2, Indicator 2-3). Eight 
formats of checklists and reports (Daily broadcasting, Checklist for technical morning meeting, Record of 
the material tape, Irregularities report, Equipment trouble record, and Report on scrap equipment etc.) have 
been developed and updated upon necessity. WG2 has started recording operation and maintenance work 
using these formats (Indicator 2-4, 2-6). The schedule and items for regular maintenance check are indicated 
in “Rules on Operation of Broadcasting Equipment in SSTVR (ROE) ver. 6” and “Rules on Maintenance of 
Broadcasting Equipment in SSTVR (RME) ver. 6” which have been developed in Year 1 and updated in Year 
2. They have been already put into effect (Indicator 2-5). WG2 members and participants of the third country 
training have developed six manuals on operation and maintenance of broadcasting equipment (Indicator 2-7).

(3)	 �Output 3 (The capacity of SSTVR staff in charge of programme production is enhanced.)
Output 3 has been progressing in the favorable direction at the time of the Mid-Term Review as shown in 
indicators.

3. Result of Evaluation
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No specific information is available about the progress of clarifying the organizational structure and the roles 
of the staff in charge of programme production (Indicator 3-1). In order to establish the structure for the 
program production, the dedicated team, consisting of thirteen TV staff, six Radio staff, was established in 
Year 3 to work on special programme projects for promotion of agriculture and sports for peace-building. 
The dedicated team started discussion with the Ministry of Agriculture, which developed the master plan for 
promotion of the agricultural sector with technical cooperation by JICA (Indicator 3-2). The planning and 
implementation of the concrete organizational reform at the programme production department also depend 
on the schedule of the official transformation of SSTVR to SSBC (Indicator 3-3). In Year 3, the checklist 
for the programme production process has been developed and started recording by the dedicated team at 
the regular meetings (Indicator 3-4). In Year 1, the draft “Programme Guidelines for SSTV/R Broadcasts” 
was developed. Components of the guidelines have been practiced by the participants of the training in third 
countries and Japan through the programme production activities (Indicator 3-5).

(4)	� Output 4 (The awareness towards professionalism (accurate and fair news) is raised among 
SSTVR staff in charge of news reporting.)

Output 4 has been progressing in the favorable direction at the time of the Mid-Term Review as shown in 
indicators.
In Year 3, organizational chart for news and news hour chart were developed to clarify the current structure 
and roles of staff in charge of news reporting (Indicator 4-1). Regarding the planning and implementation 
of the concrete organizational reform at the department level (Indicator 4-2 & 4-3), it will be depend on the 
progress of the entire organizational reform towards transforming to a public broadcaster. “Final Draft - South 
Sudan Television & Radio (SSTVR) Journalists Code of Ethics” was developed by WG4 and submitted to 
the SSTVR management in Year 1. The final version will be completed after Year 3 (Indicator 4-4). In Year 3, 
the practical team for WG4 has been newly formed to work on the development of the reporters’ handbook, 
which will be finalized during Year 4 (Indicator 4-5). Regarding the awareness of SSTVR staff on independent 
reporting, during Year 1 and Year 2, participants of the training in the third countries and Japan have gained 
their knowledge about various types of news coverage, variations of news sources to conduct independent 
reporting, importance of social news. During Year 3 and Year 4, it is planned for news department staff to 
work on news reporting and program proposal through OJT in the local setting in order to gain know-how of 
independent news reporting (Indicator 4-6).

3-1-2.	�Project Purpose (Human resources are developed in SSTVR to deliver accurate and fair 
information to the people of South Sudan.)

The Project Purpose will be achieved to some extent by the end of the Project period as shown in the indicators.
Operation and maintenance of the existing broadcasting equipment in accordance with the developed manuals 
have been mostly achieved by the training participants including WG2 members (Indicator 1). As mentioned 
in Output 2, the draft “Programme Guidelines for SSTV/R Broadcasts” has been developed. According to 
the concept of the Programme Guidelines, total of four TV programmes and two radio programmes were 
produced and broadcasted by SSTVR (Indicator 2). Awareness about contents of the journalists’ code of ethics 
and the concept of the reporters’ handbook have been promoted among training participants in Year 1 and Year 
2 as well as by WG4 members who have been working on development of these products (Indicator 3). As 
reflected in contents of the programmes and news reports produced during the training in the third countries 
and Japan, broadcasting contents have been improved to some extent (Indicator 4).
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3-2. 	Evaluation Results
3-2-1. Relevance: High
The Project objectives and activities are in line with policies and strategy of the Government of South Sudan 
(‘Sudan South Sudan Development Plan 2011-2016’) and the Government of Japan. In responce to the Media 
Laws which include ‘the Broadcasting corporation act’, the transformation of SSTVR to SSBC is the urgent 
issue. Thus, the Project is highly consistent with the needs of SSTVR in terms of building capacities of staff 
in engineering, program production, and news reporting.

3-2-2. Effectiveness: Moderate
The Project Purpose is likely to be achieved to some extent within the remaining Project period associated with 
the positive results by four Outputs. On the other hand, regarding the restructuring of SSTVR, it is depend on 
the progress of the transformation of SSTVR to SSBC. First, it is necessary to establish the Board of Directors 
according to the ‘Broardcasting corporation Act’. Therefore, there are constraints remaining for SSTVR staff 
at their working environment, which has been hindering the trained staff from performing in the effective and 
accurate manner. As addressed in the result of the baseline survey on SSTVR in Year 1, there have been issues 
of inadequate human resources management across different departments in the stations as well.

3-2-3. Efficiency: Relatively high
All Outupus have been progressing in the favorable direction. Contributing factors for achievement of the 
Outputs include high quality of training curriculum with experienced lecturers and trainers, promotion of 
teamwork, stability in power supplies by installation of generators, cooperation with the public broadcasters 
in neighboring countries, and collaboration with the other JICA Project. 
On the other hand, regarding inputs by the Japanese side, dispatch of JICA Experts to South Sudan was 
stopped and procurement schedule of equipment was delayed due to the armed-conflict started in December 
2013. However, in response to this situation, the Project implementation was continued by expanding the third 
country training. Threfore, given the changes in circumstances, inputs by Japanese side and South Sudanese 
side conduced appropriate.

3-2-4. Impacts: Moderate
It is too early to predict changes in Overall Goal indicators which are supposed to be achieved around three years 
after the Project completion. The Project effects will definitely contribute on delivering of accurate, impartial 
and fair information to the people of South Sudan by SSTVR if the important assumption of “sustaining the 
policy to transform SSTVR into a public broadcaster” is fulfilled. However, in order to achieve the Overall 
Goal indicators (1. Incrases in the number of SSTVR audience, 2. A change in the audience recognition of the 
credibility of the reporting by SSTVR), the certain period will be required for SSTVR to gain fairness and 
impartiality in the course of the transition to a public broadcaster gaining editorial and financial independence 
eventually. Considering the linkage between Project Purpose and Overall Goal as well as factors external 
to the Project framework, indicators are not properly set for the Overall Goal, as there is a gap with Project 
Purpose indictors.
On the other hand, it is likely that the Project will bring about positive ripple effects. For instance, TV and radio 
programmes produced by SSTVR staff through OJT activities during the third country training and training in 
Japan featured socio-economic themes that served the public interest of South Sudan. And accurate, impartial 
and fair information were delivered to the people of South Sudan through broadcasting these programmes. 
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This progress is significant and more ripple effects of the Project are expected to be emerged in future.

3-2-5. Sustainability: Moderate
(1)	 Policy and institutional aspect: High

It is expected that the policy for transforming SSTVR to SSBC will be sustained under “The Broadcasting 
Corporation Act, 2013 - Act No. 63”, “The Media Authority Act, 2013 – No. 64”, and “The Right to 
Access to Information Act, 2013 – Act No. 65.”

(2)	 Institutional aspect: Relatively high 
If the “Short-term road map for SSTVR to become a public broadcaster” is implemented and “Middle/
Long-term road map for SSTVR to become a public broadcaster that is trusted by the Public” is formulated 
and approved by the SSBC board of directors to be established in future, it is expected that SSTVR will 
be able to increase sustainability of the Project effects.

(3)	 Financial aspect: Relatively low
In addition to the austerity measures and the economic condition lacking fuel, the allocations of budget for 
SSTVR have been insufficient especially for costs of spare parts, updating equipment and rehabilitation 
of facilities. 

(4)	 Technical aspect: Relatively high
The power supply at SSTVR has been stabilized since a new generator with the larger capacity was 
installed by the Project, and SSTVR obtained another one from the freedom square by the President’s 
Office in Year 1. Moreover, technical transfer approaches by the Project are appropriate. SSTVR C/Ps 
have participated in development of various maintenance and operation manuals and formats relating to 
the broadcasting equiopment. In addition, programme guidelines, reporters’ handbook and journalists’ 
code of ethics have been under development. If the equipment to be installed in Year 3 and Year 4 are 
adequately maintained, techniques transfered by the Project will be sustained.

3-3.  Factors promoting better implementation process
(1)	 Utilization of useful methods for capacity development activities
The following methods have led to promoting generation of the Project effects. 
・	 High quality of training curriculum with experienced lecturers & trainers
・	 Promotion of teamwork
・	 Stability in power sources by installation of the generators
・	 Cooperation with the public broadcasters of the neighboring countries
・	 Collaboration with other JICA Projects
・	 Development and utilization of the various manuals, guidelines and handbook 

(2)	 Implementation process of the Project 
・	� In order to manage four Outputs, four WGs were established under JCC. As core members have engaed in 

activity implementation, it brought positive effects on promoting development of core human resources 
as well as activating communication with JICA Experts. As a result, the project has been managed in the 
efficient manner. 

・	� Because of the outbreak of violence in South Sudan in December 2013, JICA was forced to evacuate 
its staff and Experts to outside South Sudan until they could confirm the improvement of the security 
condition. In response, JICA proposed to the South Sudanese side to continue implementation of the 
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planned activities through dispatching C/Ps of SSTVR and MOIB to the safe neighbouring countries 
(Kenya and Uganda) and conducting training. JICA decided to re-start its operations in Juba in November 
2014, Experts for the Project were also redeployed in SSTVR in January 2015.

3-4.  Factors inhibiting the Project process
(1)	 Implementation process of the Project 
・	� After the outbreak of violence in South Sudan started in December 2013, JICA Experts had not been able 

to travel into South Sudan for over one year. Consequently, the procurement of the equipment has been 
delayed till Year 3, and WG activities for WG3 and WG4 were also hindered during this period. When 
dispatch of JICA Experts was resumed in Year 3, WG3 and WG4 were newly formed with new members.

3-5.  Conclusion
The Project has been progressing towards its goal to “Develop human resources in SSTVR to deliver accurate 
and fair information to the people of South Sudan” by bringing about many positive results. However, the 
outbreak of violence in South Sudan in December 2013 forced JICA to evacuate the Experts as well as its 
staff to outside South Sudan. Consequently, the delivery of results as well as the timeframe for the provision 
of equipment are affected in many ways even though planned activities were continued through training in 
the third countries and Japan. After 14 months of absence, the operation of JICA Experts in Juba and the 
procurement process of equipment have resumed since January 2015. However, the remaining period for 
Experts’ deployment in SSTVR is very limited. From the perspective of sustainability of the Project, it is also 
uncertain if core members’ trained knowledge and skills could be transferred to others thoroughly in a given 
period. Moreover, once the board of SSBC is established based on the Broadcasting Corporation Act, which 
came into effect in September 2014, SSTVR will need to implement the short-term road map developed 
through the Project. Furthermore, more timeframe shall be given for the Project to develop the Middle/Long-
term road map, as it requires a series of discussion with the SSBC board, which has not been established yet. 
Therefore, the Joint Mid-Term Review team concludes that it would be appropriate to extend the Project 
period beyond November 2016 up to March 2018.
PDM version 3.2 has been revised as PDM Version 4 based on the evaluation results.

3-6. Recommendations
 The Joint Mid-Term Review Team recommends that the following actions shall be taken so that the achievement 
of the Project is secured in the manner of maximizing the outcomes of the Project and their sustainability.
(1)	� Implementation of the short-term road map and sharing of the Middle/Long-term road map for SSTVR 

to become a trusted public broadcaster
(2)	 Provision of the necessary equipment and facilities
(3)	 Activation of Working Groups and the dedicated team for the special programmes
(4)	 Continuation of the technical cooperation with KBC and UBC

3-7. Lessons Learned 
(1)	 Effectiveness of technical transfer methods
In order to increase ownership of the C/Ps for the Project, the following methods were proved for maximizing 
their effectiveness. 
・	� Routinization of meetings from the early stage of the Project such as the morning meeting conducted by 
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WG2, which successfully increased the sense of ownership towards the Project among engineering and 
operation staff.

・	� Learning from experiences of neighboring countries such as Kenya and Uganda in public broadcasting, 
which have similarities with South Sudan.

(2)	� Effectiveness of the third country training for C/Ps in the conflict-affected situations
In response to the outbreak of the crisis in December 2013, the Project decided to continue implementation 
of the capacity building activities through the third country training. As a result, SSTVR staff members who 
participated in the training in Kenya and Uganda were able to gain their skills and knowledge in the intensive 
manner in the safe area. Moreover, continuation of the technical transfer by the Project has been valued more 
and meaningful for SSTVR C/Ps, especially in the conflict-affected situation. 
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

南スーダン共和国（以下、「南スーダン」と記す）は、20 年にわたる長期の内戦の影響から、

国家運営のための十分な制度が確立されておらず、独立国家としての政府機構を確立させるため

の課題が山積している。同国では国際社会の支援を得ながら国家建設を進めているが、新しい民

主国家建設プロセスにおいては、「第四の権力」であるマスメディアの役割が極めて重要であり、

特に紛争直後の国では、新国家が健全に運営され、かつ紛争再発を予防するうえで、監視機能を

果たすメディアの役割は大きい。加えて、紛争の影響で国内のインフラが荒廃し、都市間の移動

が制約されている南スーダンにおいては、国民の生活に必要な情報（教育、保健、防災等）を中

央から地方に提供することが困難であることから、メディアを通じこれを克服することも期待さ

れている。

2005 年の南部スーダンのスーダン人民解放運動（Sudan People’s Liberation Movement：SPLM）

と北部スーダンの包括的和平合意締結以降、南スーダンでは活字メディアが次々に発刊され、

2011 年 7 月の独立までに新聞 14 紙、雑誌は 3 誌まで拡大したが、「The Citizen」紙を除いて国内

に印刷施設をもたず、財源もドナーあるいは国際機関の支援や NGO からの寄付に依存しており、

「独立メディア」とはほど遠い状況である。放送メディアも広告を提供し得る企業が存在しない

ため、民間放送局は未発達であり、テレビ（TV）については、地上波は南スーダンテレビ（TV）

（South Sudan Television：SSTV）のみである。ラジオについては、南スーダンラジオ（South Sudan 
Radio：SSR）のほか、36 局が登録しているが、ほとんどがドナー、国際機関、NGO が資金援助

しているコミュニティー FM である。また、上述のメディアの独立性や財源不足の問題に加え、

あらゆるメディアにおいて、報道技術、放送機材維持管理、番組内容等の改善が課題となってい

る。

情報・放送省（Ministry of Information and Broadcasting：MOIB）傘下の南スーダン TV・ラジオ

（South Sudan Television and Radio：SSTVR）は、国内最大のカバーエリアをもつメディアであり、

今後、公共放送局化が予定されていることから、SSTVR が正確・公正な報道、多文化・多民族

に配慮した番組制作を行うことで、民主国家を支える健全な市民社会の形成に資することが期待

されている。一方、公共放送局化に向けた具体的な計画は策定されておらず、職員については、

放送機材維持管理及び番組制作に係る十分なトレーニングを受けておらず、正確かつ公平な報道

を行う能力も不足している。かかる背景から、SSTVR の公共放送局化に向けたプロセスを支援

するとともに、同局の人材育成を図ることが不可欠な状況である。

このような背景に基づき、南スーダン政府からの要請を受けて JICA は 2012 年 12 月から 2016
年 11 月までの予定で「南スーダン TV・ラジオ組織能力強化プロジェクト」（以下、「本プロジェ

クト」と記す）を実施している。本プロジェクトでは、SSTVR における正確・中立・公正な情

報の提供に必要な人材の育成をめざし、放送局運営、機材管理、番組制作、報道、民主化の分野

で専門家を派遣して活動を進めている。

今回実施する中間レビュー調査は、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認するとともに、

今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを

目的とする。
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１－２　調査団日程

本現地調査は 2015 年 9 月 30 日から 10 月 13 日の日程で実施された（詳細は「付属資料 1. 協議

議事録 ANNEX 6-1 現地調査日程」を参照）。

１－３　調査団構成

（1）日本側

担当分野 氏　名 所　属

総　括 橋本　敬市 JICA 国際協力専門員

評価企画 藤田　晋吾 JICA 産業開発・公共政策部　法・司法チーム調査役

評価分析 小野里　宏代 グローバルリンクマネージメント株式会社

（2）南スーダン側

氏　名 所　属

Mr. Paul Jacob Kumbo 情報・放送省　次官代理

Mr. Faris Mathew Richard Mabruk 情報・放送省　研修・研究部長

１－４　主要面談者

主要面談者は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 6-2」のとおり。

１－５　プロジェクトの概要

案件名 南スーダン TV・ラジオ組織能力強化プロジェクト

カウンターパート

機関

情報・放送省（Ministry of Information and Broadcasting：MOIB）
南スーダン TV・ラジオ（South Sudan TV and Radio：SSTVR）

プロジェクト期間

2012 年 12 月～ 2016 年 11 月を予定（計 48 カ月）

第 1 年次：2012 年 12 月～ 2014 年 3 月

第 2 年次：2014 年 6 月～ 2015 年 3 月

第 3 年次：2015 年 6 月～ 2016 年 3 月

第 4 年次：2016 年 4 月～ 2016 年 11 月（予定）

対象地域 ジュバ、マラカル、ワウ

受益者

・　 機材管理、番組制作、報道を担当する SSTVR の職員

・　 SSTVR の公共放送局化に向けた計画策定に関与する SSTVR 職員及び

MOIB 職員

上位目標 SSTVR によって、正確・公平・中立な情報が国民に届けられる。

プロジェクト目標
SSTVR において、正確・公平な情報を国民に届けるメディアに必要とさ

れる人材が育成される。
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成　果

1.  SSTVR において、公共放送局化に向けた組織運営上の課題が明確化さ

れ、同課題解決のための対処方針及び組織ビジョンがまとめられる。

2.  SSTVR において、職員の放送機材運用・維持管理に係る能力が向上す

る。

3.  SSTVR において、番組制作を担当する職員の番組制作能力が向上する。

4.  SSTVR において、報道担当者のプロフェッショナリズム（正確・公正

な報道）に関する意識が向上する。
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第２章　中間レビューの方法

２－１　評価の手法

日本側、南スーダン側評価調査チームが合同で、現行プロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）と評価 5 項目（表 2 － 1）による評価手法を用い、以下のとおり中

間レビューを実施した。

（1）プロジェクトの実績

PDM 最新版（「バージョン 3.2」以下、「ver.3.2」と記す）に基づき、プロジェクトの実績

に関する情報を収集し、投入実績、成果の達成度、プロジェクト目標、及び、上位目標の達

成見込みを確認した。PDM（ver.3.2）は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 1」を参照。

（2）プロジェクトの実施プロセス

詳細活動計画（Plan of Operations：PO）に基づき、プロジェクトの実施プロセスを把握す

るとともに、貢献要因及び阻害要因を確認した。

（3）評価 5 項目の視点に基づく評価

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、評価グリッド

に沿って評価した（「付属資料 2. プロジェクト・デザイン・マトリックスを参照）。

（4）提言と教訓の抽出

プロジェクト残存期間の活動に係る提言、及び、類似案件に対する教訓を抽出した。

表２－１　評価 5 項目

妥当性

プロジェクトのターゲットグループのニーズへの整合性、プロジェクト内容の

先方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プロジェクトの戦略やアプ

ローチの妥当性に関する視点

有効性
プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたらさ

れるかに関する視点

効率性

アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されている

か（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も効率的な方

法を適用しているかも必要に応じ問う

インパクト

（予測）

上位目標の達成見込みと、プロジェクトの実施による直接 / 間接的な影響。また、

正 / 負、予期した / 予期していない影響の計測

持続性

（予測）
プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらした効果の持続性を問う視点

２－２　主な調査項目とデータ収集・分析方法

２－２－１　調査項目とデータ収集・分析方法

評価グリッドに基づき、5 項目それぞれに設置した調査項目に沿って定性的、定量的データ
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を、以下の方法で収集した。調査項目については「付属資料 2. プロジェクト・デザイン・マ

トリックス」を参照されたい。

（1）文献調査

・　 プロジェクト関連資料（詳細計画策定調査報告書、業務完了報告書 第 1 年次、業務

完了報告書 第 2 年次、ワークプラン 第 3 年次、コンサルタント業務従事月報、技術

協力成果品など）

・　 南スーダン政策文書（South Sudan Development Plan 2011-2013 Realising freedom, equality, 
justice, peace and prosperity for all, August 2011, Broadcasting Corporation Act, 2013. Act No.63, 
Media Authority Act, 2013. Act. No. 64, Right of Access to Information Act, 2013. Act No.65）

・　 南スーダンのメディア（Junba Monitor、Radio Tamajuz、Committee to Protect Journalists）
及び、他国公共放送局等のオンラインメディア記事（BBC、VOA）

（2）調査票調査

・　 質問票回答数：専門家チーム 1 件、南スーダン側 JCC メンバー 5 件

（3）キー・インフォーマント・インタビュー

・　 専門家チーム 4 名

・　 カウンターパート機関（SSTVR、MOIB）24 名

・　 ステークホルダー〔南スーダン・メディア開発協会（Association for Media Development 
in South Sudan：AMDISS）、Radio Miraya、公共放送局経営委員長候補等〕5 名

面談者一覧は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 6-2」を参照

（4）現地踏査

・　 SSTV 局内施設、SSR 局内施設

２－２－２　調査・評価上の制約

本中間レビューでは、SSTVR の予算・実績、及び SSTVR の職員数に関する情報の入手を試

みたが、現地調査中に SSTVR から提供されることがなかった。
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第３章　プロジェクトの実績と実施プロセス

本プロジェクトの実績は PDM ver.3.2 に基づいた投入、活動、成果、プロジェクト目標、上位

目標の達成状況に関して確認した（「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 1 PDM 第 3.2 版」参照）。

３－１　投入実績

３－１－１　日本側の投入

（1）専門家派遣

プロジェクト終了までの投入計画〔合計 87.30 人月（MM）〕に基づき、①総括 / 放送局

運営 1/ 民主化 1、②副総括 / 放送局運営 2、③機材管理、④番組制作、⑤報道、⑥放送局

運営 3/ 業務調整 1/ 民主化 2、⑦業務調整 2/ 民主化の分野においてシャトル型専門家が延

べ 15名派遣されている。本調査時点（2015年 9月末時点）の派遣実績は合計 63.48人月（MM）

である。詳細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3-1」を参照。なお、2013 年 12 月の南スー

ダンにおける武力紛争の勃発に伴い、JICA は事務所職員と専門家の国外退避を余儀なく

された。かかる状況下、JICA は SSTVR 職員と MOIB 幹部職員及び専門家を隣国へ派遣し、

第三国研修を通して本プロジェクトを継続することを提案した。その結果、2014 年 2 月

から 2015 年 1 月に専門家の南スーダンへの派遣が再開されるまで、専門家の派遣先はケ

ニア及びウガンダに限られ、各派遣期間は比較的短期間となった。

（2）供与機材

本調査時点の供与機材及び携行機材の支出実績は、合計 2,786 万 5,854 円である
1
。プ

ロジェクト実施に必要なジェネレーター及び研修用機材（XDCAM Camcoder など）が

SSTVR へ供与された。供与機材リスト詳細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3-3 供与機

材一覧」を参照。

表３－１　機材費支出実績

第 1 年次

（2012.12-2014.3）
第 2 年次

（2014.6-2015.3）
第 3 年次

（2015.6-2015.9）
合　計

機　材 23,942,854 2,612,000 1,311,000 27,865,854

（3）現地業務費

日本側現地業務費として合計 7,655 万 7,000 円相当が支出された
2
。

1
　 2015 年 9 月時点の支出総額。第 3 年次については、10 月以降の調達分は含まれていない。各年次の換算レートは以下のとおり、

JICA 公式レートを使用（US $ と日本円）。第 1 年次（1 ドル 82.11 円 : 2012 年 12 月）、第 2 年次（1 ドル 101.68 円 : 2014 年 6 月）、

第 3 年次（1 ドル 123.96 円、2015 年 6 月）
2
　第 1 年次及び第 2 年次は支出実績額、第 3 年次は支出予定額。換算レートは同上
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表３－２　現地業務費支出実績

第 1 年次

（2012.12-2014.3）
第 2 年次

（2014.6-2015.3）
第 3 年次

（2015.6-2016.3）
合　計

現地業務費 15,975,000 38,763,000 21,819,000 76,557,000

（4）本邦研修

本調査時点で本邦研修に参加した C/P は合計 30 名である。研修内容、及び、参加者詳

細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3-2 本邦研修・第三国研修実績」を参照。2013 年には、

4 コース（公共放送局管理に関する幹部を対象とした研修、機材維持管理に関する技術職

員のための研修、その他技術分野の課題別研修）へ計 21名が派遣された。2014年には、2コー

ス（番組制作研修、報道研修）へ 9 名の C/P が派遣された。

（5）第三国研修（ケニア、ウガンダ、ドバイ）

本調査時点で第三国研修への参加者数は延べ 107 名である
3
。各コース内容及び参加者詳

細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3-2 本邦研修・第三国研修実績」を参照。第 1 年次

には、治安情勢の悪化を受け、JICA 専門家の現地派遣が不可能となったことから、同年

次末の 2014 年 2 月に当初計画していた幹部研修のほか、新たに機材管理研修、番組制作

研修、報道研修を加えて、研修期間を拡大し実施された。第 2 年次も、治安情勢は不安定

な状況が続いた。その結果、2014 年 2 月から 2015 年 2 月にかけて、計 20 コース（幹部 4 コー

ス、機材管理 6 コース、番組制作 5 コース、報道 5 コース）がケニア、ウガンダ、ドバイ

で実施された。

３－１－２　南スーダン側の投入

（1）カウンターパート（C/P）の配置

MOIB 及び SSTVR はプロジェクト開始から本調査時点までに、延べ 64 名の職員を C/P
として配置した（MOIB累計 3名、SSTVR累計 61名）

4
。MOIBからプロジェクトディレクター

とプロジェクトマネジャーが配置され、SSTVR からその他 JCC メンバー延べ 7 名に加え、

ワーキンググループ（WG）には、WG1（全体計画策定、TV 管理、ラジオ管理）に延べ

17 名、WG2（機材維持管理）に延べ 16 名、WG3（番組制作）に延べ 20 名、WG4（報道）

に延べ 19 名の C/P がこれまで配置された。なお、多くの WG メンバーが、2 つ以上のグルー

プに配置されている。詳細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3-4 カウンターパート一覧」

を参照。

（2）施設の提供

SSTVR 敷地内にプロジェクト事務所（会議室併設）を新設するための土地が提供された。

なお、2013 年 5 月に建設が完了するまで、SSTVR は既存のオフィススペースを、研修活

3
　第三国研修については、同一の C/P が複数のコースへ継続して参加しており、研修に参加した C/P は合計 71 名である。

4
　 C/P 配置に係る「延べ人数」は、異動した職員も含まれる。WG3 及び WG4 に関しては、第 3 年次に入り、改めてメンバーの組

み直しがあったが、「延べ人数」にはプロジェクト開始当初から関係した職員の人数も含まれる。
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動用スペースとして提供した。

（3）プロジェクト現地経費の負担

MOIB と SSTVR はジュバ市内で開催されたセミナー及びシンポジウムへ出席する C/P
の交通手段を提供した。

３－２　活動実績

本調査時点までの活動実績の詳細を「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 4 活動実績表」に示す。

計画されたプロジェクト活動は活動計画（Plan of Operations：PO）に基づき、おおむね実施され

ているものの、機材調達計画は、専門家の現地派遣が再開されるまで中断された（PO は「付属

資料 1. 協議議事録 ANNEX 2 詳細活動計画」を参照）。第 2 年次の活動計画に基づき、SSTVR の

公共放送局化への移行に向けたロードマップに係る協議や策定作業、番組制作及び報道に係る研

修、SSTVR の既存の放送機材に関する運用及び維持管理マニュアルの開発が、限られた研修期

間中に実施された。JICA は 2014 年 11 月に南スーダンでのオペレーションを再開することを決め、

本プロジェクトの専門家も 2015 年 1 月に SSTVR への派遣が再開され、SSTVR 内での OJT 活動

が再開されることとなった。

３－３　成果の達成状況

本調査時点の各成果の達成状況は以下のとおりである。

３－３－１　成果１の達成状況

成果 1： 南スーダン TV・ラジオにおいて、公共放送局化に向けた組織運営上の課題が明確

化され、同課題解決のための対処方針及び組織ビジョンがまとめられる。

表３－３　成果 1　指標の達成状況

指　標 達成状況

1-1.　公共放送局化に向け

た課題、同課題に対する対

処方針、及び組織ビジョン

が南スーダン TV・ラジオ

及び情報・放送省のなかで

共有される。

・　 「SSTVR の公共放送局化に向けた課題に対する対処方針（暫

定版）」が MOIB 及び SSTVR の幹部により策定された。こ

れは、WG1 メンバーが JICA 専門家、ケニア放送公社（KBC）
専門家、公共放送局化を専門とする外部コンサルタントと

の議論を通し、SSTVR が抱える課題を抽出し、分析した成

果である。第 1 年次、ケニア研修において、参加者は公共放

送に関する共通認識を深めた。（2012.2）
・　 同暫定版は、指標 1-2 に示す「公共放送局化に向けた短期ロー

ドマップ」の骨子となった。
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1-2.　南スーダン TV・ラ

ジオの公共放送局化に向け

た短期ロードマップが作成

され、新組織の経営層に参

照される。

・　 第三国研修中、SSTVR 及び MOIB により「公共放送局化に

向けた短期ロードマップ」の初案が作成された。（2014.6）
・　 ウガンダでの幹部研修中に、組織体制づくりを中心に、人事、

財務についても問題点が抽出されるとともに、南スーダン

放送公社（South Sudan Broadcasting Corporation：SSBC）開局

までの具体的な過程とスケジュールなどの議論が行われ、同

初案が改訂された。（2014.9）

1-3.　南スーダン TV・ラ

ジオが国民に信頼される公

共放送局となるための中長

期ロードマップ（予算計画

含む）が作成される。

・　 第 2 年次には、2014 年 9 月に可決された公共放送局法を受

け
5
、上記、短期ロードマップ作成作業と並行して、第三国

研修中に「国民に信頼される公共放送局となるための中長

期ロードマップ」の策定準備が開始された。

・　 中長期ロードマップは、視聴者の信頼を得られる放送局と

なることを目標に、放送網の拡大、健全な運営のための財政

計画の策定、公正・公平で質の高い放送の実現など、公共

放送局化後 5 ～ 10 年の行動計画が盛り込まれる予定である。

成果 1 は上記指標の達成状況に示されるとおり、本調査時点でおおむね良い方向へ進捗して

おり、成果が発現しつつある。

SSTVR を公共放送局へ改編するための組織面及び運用面の課題に関する議論は、第三国研修

中に WG1 によって集中的に行われた。本プロジェクト開始当初、SSTVR の多くの職員がメディ

ア法案、及び、公共放送がどういったものか知らない状況であった。第 1 年次から第 2 年次にか

けて実施された研修を通し、対処方針は「公共放送局化に向けた短期ロードマップ」にまとめら

れた。SSBC 経営委員会のメンバー、及び、独立メディア規制局の委員会のメンバーの任命に係

る国会承認プロセスの動向を注視しつつ、WG1 は同ロードマップを第 3 年次中に最終化するこ

とをめざしている
6
。

「国民に信頼される公共放送局となるための中長期ロードマップ」に関し、第 3 年次には、組

織マネジメント分野（財政、人事を含む）、及び、公共放送局化分野の専門家を招へい予定である。

包括的かつ具体的な中長期ロードマップの作成に向け、セミナーを開催し、公共放送局化専門家

（外部コンサルタント）や国際機関、現地ジャーナリスト団体等との意見交換を行う予定である。

今後、公共放送局法に従い、SSBC 経営委員会が設置されれば、WG1 はこれらロードマップを経

営委員会へ提出し、さらなる議論が可能となるだろう。

5
　 2008 年に MOIB により議会に提出された、メディア関連のパッケージ法案は（SSTVR の公共放送局化を規定する公共放送法を

含む）、2013 年 6 月から 7 月にかけて議会を通過し、2013 年 11 月に大統領は法案内容の一部改正を求めて議会に差し戻した。

2013 年 12 月、議会は法案を大統領の要請どおりに法案を修正し、再び大統領に提出し、2014 年 9 月に大統領に署名され、可決

されるに至った。
6
　 SSBC 経営委員会メンバーの任命プロセスは、2015 年 5 月に大統領により発表された候補者指名リストに基づき、2015 年 9 月

に国会の Vetting Committee による作業が進められ、議長へ提出される段階で、国会承認待ちであった。なお、候補者リストには

MOIB からコンサルテーションの依頼を受けた AMDISS が推薦した候補者も取り入れられており、委員長候補もその一人である。

（AMDISS 聞き取り、2015 年 10 月 8 日。ジュバ大学教授・経営委員長候補聞き取り、2015 年 10 月 9 日）
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３－３－２　成果 2 の達成状況

成果 2： 南スーダン TV・ラジオにおいて、職員の放送機材運用・維持管理に係る能力が向

上する。

表３－４　成果 2　指標の達成状況

指　標 達成状況

2-1.　現状の放送機材運

用・維持管理に係る職員体

制及びそれぞれの役割が明

確化される。

・　 第 3 年次、WG2 は放送機材運用・維持管理に係る要員計画

に関し、現在の要員状況の明確化を進めている。

2-2.　SSTVR が目標とする

放送機材運用・維持管理に

係る要員計画が具体化され

る。

・　 第 3 年次、成果 1 における SSBC の全体組織検討の進捗も考

慮しつつ、WG2（放送機材維持管理）ではどのような部内

組織にするべきか検討中である。

2-3.　目標とする要員計画

に基づき、適切な要員配置

が実施される。

・　 組織改編はまだ実施されていない。関連情報は、指標 2-1 及

び指標 2-2 を参照。

2-4.　OJT 成果確認チェッ

クリストによる記録が日常

的に実施され、必要に応じ

て新しいチェック項目が追

加される。

・　 現時点までに以下 8 つのチェックリスト、リポート様式が

開発され、必要に応じ、様式の更新が行われている。WG2
は既にこれらの様式を用いて、運用及び維持管理の記録を

開始している。

①　 「 ラ ジ オ 放 送 実 施 報 告 書（SSR Daily Broadcasting 
Report）」

②　 「ラジオ放送所放送実施報告書〔SSR（GUMBA）Daily 
Broadcasting Report〕」

③　 「 テ レ ビ 放 送 実 施 報 告 書（SSTV Daily Broadcasting 
Report）」

④　 「朝ミーティングチェックリスト（Check List for 
Technical Morning Meeting）」

⑤　「収録報告書（Record of the Material Tape）」
⑥　「放送事故報告書（Irregularities Report）」
⑦　「機材障害報告書（Equipment Trouble Record Sheet）」
⑧　「旧機器処理票（Report on Scrap Equipment）」

2-5.　放送機材の維持管理

計画が作成され、運用され

ている。

・　 第 1 年次に開発された「機器運用マニュアル〔Rules on 
Operation of Broadcasting Equipment in SSTVR（ROE）ver. 6〕
「機材管理マニュアル〔Rules on Maintenance of Broadcasting 
Equipment in SSTVR（RME）ver. 6〕」のなかで、点検周期や

検査内容等が規定されており、既に導入されている。
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2-6.　放送機材の維持管理

状況について記録簿が作成

され、経常的に更新されて

いる。

・　 JICA 専門家の技術アドバイスの下、第 1-2 年次に「放送

機材リスト」が作成され、第 3 年次、維持管理グループ

（Maintenance Group）により更新されている。

2-7.　放送機材運用・維持

管理マニュアルが作成され

る。

・　 WG2 メンバーと第三国研修参加者は、JICA 専門家の技術指

導の下、放送機材の運用及び維持管理に係る合計 6 つのマ

ニュアルを以下のとおり作成した。

①　 「機材運用マニュアル〔Rules on Operation of Broadcasting 
Equipment in SSTVR（ROE）ver.6, April 2013〕」

②　 「 機 材 保 守 マ ニ ュ ア ル〔Rules on Maintenance of 
Broadcasting Equipment in SSTVR（RME）ver. 6, April 
2013〕」

③　 「音声放送機マニュアル（Operation Manual for SSR 
Gumba Station Ver. 2, Feb.2015）」

④　 「ENG カメラマニュアル（Operation Manual for ENG 
Camera Ver. 3, Feb.2015）」

⑤　 「音声調整卓マニュアル（Operation Manual for Audio 
Mixer Ver. 2, Feb.2015）」

⑥　 「VTR マ ニ ュ ア ル（Operation Manual for VTR　Ver. 2, 
Feb.2015）」

成果 2 は上記指標の達成状況に示されるとおり、本調査時点である程度達成されている。

「機器運用マニュアル」と「機材管理マニュアル」の規定の導入のほか、既存機材の運用マ

ニュアルの開発に従事し、チェックリストや報告書など、計 8 種類の様式を導入することによ

り、SSTVR 職員の放送機材運用・維持管理に係る能力は向上しつつある（指標 2-4、指標 2-5、
指標 2-6、指標 2-7）。しかし、第 1 年次に発生した、武力紛争の影響に起因する専門家派遣の

中断により供与機材の調達は遅れている。第 3 年次には、ラジオ局の新規スタジオ用とテレビ

局の既存スタジオ用の機材、HS LAN システム、VTR ネットワークなどの設置が予定され、同

時に職員への研修が予定されている。

部署レベルでの組織改編に関しては、本調査時点では計画段階であるものの、SSTVR 組織

全体の SSBC への改編プロセスしだいである（指標 2-1、指標 2-2）。また、成果 2 は、技術と

運用に従事する「SSTVR 職員の能力」に働きかけるものであるが、指標 2-3 は、職員をとりま

く外部的な要素であることから、指標として適切ではないと考えられる。

３－３－３　成果 3 の達成状況

成果 3： 南スーダン TV・ラジオにおいて、番組制作を担当する職員の番組制作能力が向上

する。
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表３－５　成果 3　指標の達成状況

指　標 達成状況

3-1.　現状の番組制作に係

る職員体制及びそれぞれの

役割が明確化される。

・　 番組制作部における組織改編は行われておらず、現状の番

組制作に係る職員体制及びそれぞれの役割が明確になって

いるか不明である。

3-2.　SSTVR が目標とする

番組制作に係る要員計画が

具体化される。

・　 第 3 年次、農業振興及びスポーツ振興を通じた平和構築へ

の取り組みを、特別番組として取り上げるために、スペシャ

ル番組専従班（テレビ部門：13 名とラジオ部門：6 名）が設

置された。同専従班は、多様な番組を制作し、随時放送し

ていく予定である。

3-3.　目標とする要員計画

に基づき、適切な要員配置

が実施される。

・　 番組制作部門の組織改編は行われていない。

3-4.　OJT 成果確認チェッ

クリストによる記録が日常

的に実施され、必要に応じ

て新しいチェック項目が追

加される。

・　 第 3 年次、OJT 成果チェックリストが作成され、番組専従班

による定例会議の定着化を図り、同様式を用いた記録を開

始した。

3-5.　番組制作ガイドライ

ンが作成され、運用される。

・　 第 1 年次、「番組制作ガイドライン（暫定版）（Programme 
Guidelines for SSTV/R Broadcasts, Drafted February 24, 2014）」が

作成された。

・　 第 2 年次には、第三国研修や本邦研修の参加者により、ガ

イドラインに含まれるコンポーネントは、番組制作 OJT で

の実習を通じ、実践されている。

成果 3 は上記の指標の達成状況に示されるとおり、本調査時点でおおむね良い方向に進捗し

ており、成果が発現しつつある。

番組制作プロセスの各段階に係る研修を通し、SSTVR 職員の能力は向上しつつある。ケニア、

ウガンダ、日本で実施された研修への参加者は、番組構成づくり、番組企画競争のための企画

策定、スタジオ撮影、ロケーション撮影、ビデオ編集等の一連の作業を通し、実践的な技能と

知識を習得するとともに、番組制作ガイドライン
7
の要素を網羅した。なお、同ガイドライン

は第 3 年次に最終化される予定である。このほか、研修参加者の間で、公共放送の独立性、及

び、正確性と中立性の概念に関する理解が促進された。

「3 － 3 － 2 成果 2」の項で述べたとおり、部署レベルでの組織改編の計画と実施に関しては、

SSTVR 組織全体の SSBC への改編プロセス次第であり、本調査時点ではそのスケジュールも

未確定である。さらに、指標 3-1、3-2、3-3 に関しては、「番組制作職員の能力」の変化を直接

7
　 「番組制作ガイドライン」では、番組制作の基本理念を示している。作成にあたっては、日本の NHK と英国の BBC（公共放送局）

の番組ガイドラインを参考にしており、南スーダンの新しい国づくり、民族・文化・言語の多様性、民主化推進、紛争抑止・平和構築、

貧困対策などを勘案した内容になっている。出所：業務完了報告書第 1 年次（2015 年 3 月）
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的に捉える指標ではないと考えられる。他方、SSTVR の現状を踏まえると、本プロジェクト

による番組専従班の形成は、他部署とのチームワークを強化し、番組制作部と職員の機能を改

善するうえで、最も有効な手段であると見込まれる。

３－３－４　成果 4 の達成状況

成果 4： 南スーダン TV・ラジオにおいて、報道担当者のプロフェッショナリズム（正確・

公正な報道）に関する意識が向上する。

表３－６　成果 4　指標の達成状況

指　標 達成状況

4-1.　現状の報道に係る職

員体制及びそれぞれの役割

が明確化される。

・　 第 3 年次、WG4 は現行組織図と報道組織・フローの改善案

を作成・検討予定（2015.9）

4-2.　SSTVR が目標とする

報道に係る要員計画が具体

化される。

・　 報道部門の組織改編と職員の要員計画は策定されていない。

4-3.　目標とする要員計画

に基づき、適切な要員配置

が実施される。

・　 報道部門の組織改編は行われていない。

4-4.　報道担当者向け倫理

規範が作成される。

・　 第 1 年次、WG4 により「報道倫理規範（暫定版）〔Final 
Draft - South Sudan Television & Radio（SSTVR）Journalists Code 
of Ethics〕」の草案が策定され、局幹部へ提出された。同倫理

規範には、民族間対立などを助長しない報道や女性、子ど

もなど社会的に脆弱な立場に置かれているグループへの配

慮も規定するなど、南スーダンの実情に沿った内容も盛り

込まれた。（2013.11）

4-5.　記者ハンドブックが

作成される。

・　 第 2 年次、第三国研修と本邦研修中、報道部からの参加者

は、ジャーナリズムの倫理、中立性、普遍性、独立性のほか、

災害時の報道取材など、記者ハンドブックへ盛り込まれる

べき課題について学んだ。

4-6.　独自の視点に基づく

報道への意識が高まる。

・　 第 1 年次から第 2 年次にかけて、第三国研修及び本邦研修へ

の参加者は、報道取材の多様な形式、独自報道を行うための、

さまざまなニュース源、社会ニュースの重要性、NHK イン

ターナショナルの事例などに関する知識を培った。

成果 4 は上記の指標に示されるとおり、本調査時点でおおむね良い方向に進捗しており、成

果が発現しつつある。

プロフェッショナリズム（正確・公正な報道）に関する意識は、本邦研修及び第三国研修に参

加した報道職員の間で向上しつつあるといえる。報道倫理規範の開発に携わった、これら中核的
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職員は、独自報道に係る技能を習得し、また、公共放送局として中立性、独立性、普遍性を維持

することの重要性のほか、民主化における選挙報道の重要性を学んだ。WG4 のリーダーによる

と、研修に参加した職員が執筆する原稿の質が向上しているといった改善が認められている。加

えて、第三国研修参加後、複数の職員は、研修で学んだ手法を用いて、社会的トピックに関する

ニュースリポートを企画、制作した
8
。第 3 年次以降、報道部職員は独自報道のノウハウを培うた

めに、南スーダンにおける OJT を通して、報道取材と報道番組企画に取り組む予定である。

他方、「3 － 3 － 2 成果 2」「3 － 3 － 3 成果 3」と同様、部署レベルの組織改編の計画と実施に

ついては、関連する指標（4-1、4-2、4-3）は、「SSTVR 報道職員の能力」の外部的要素であると

考えられる。

３－４　プロジェクト目標の達成状況

本調査時点のプロジェクト目標達成状況は以下のとおりである。

プロジェクト目標： 南スーダン TV・ラジオにおいて、正確・公平な情報を国民に届けるメ

ディアに必要とされる人材が育成される。

表３－７　プロジェクト目標指標の達成状況

指　標 達成状況

1.  南スーダン TV・ラジ

オにおいて、放送機材

運用・維持管理マニュ

アルに従って、放送機

材運用・維持管理が行

われる。

・　 第 1 年次から第 2 年次にかけて開発、更新された、「機器

運用マニュアル〔Rules on Operation of Broadcasting Equipment 
in SSTVR（ROE）ver. 6〕」「機材管理マニュアル〔Rules on 
Maintenance of Broadcasting Equipment in SSTVR（RME）ver. 6〕」
に沿って、機材リストや各種チェックリストと報告様式を

活用した、機材の運用記録、修理記録、管理記録が開始さ

れている。

2.  南スーダン TV・ラジ

オにおいて、番組制作

ガイドラインが作成さ

れ、遵守される。

・　 第 1 年次、「番組制作ガイドライン（暫定版）（Programme 
Guidelines for SSTV/R Broadcasts, Drafted February 24, 2014）」が

作成された。第 3 年次中に、最終化される予定である。

・　 第三国研修及び本邦研修中、参加者は番組制作実習の際に、

同ガイドラインに含まれるコンポーネントを実践している。

・　 第 2 年次には、ガイドラインの内容に沿った研修の効果と

して、計 4 本のテレビ番組、計 2 本のラジオ番組がケニア、

ウガンダ、日本で制作され、SSTV と SSR により放送された
9
。

8
　 SSTV 職員聞き取り。第三国研修から帰国後、「芸術と手工芸」「アビエイ地域の保健状況」「漁業」といった社会テーマを取り上げ、

取材を行い、これらニュースリポートは SSTV で放送された。
9
　 2014 年 6 月（ナイロビ）は「ケニアの稲作」をテーマに TV ドキュメンタリー番組（英語）を制作、7 月（東京）は日本在住の南スー

ダン人実業家へのスタジオインタビュー（TV とラジオ＝英語）、9 月（カンパラ）は教育番組のなかから幼児向け朗読番組（TV=
英語、ラジオ = 英語とアラビア語）、11 月（ナイロビ）は民族融和を訴えるパフォーマンスグループの紹介（TV とラジオ = 英語）、

12 月（ナイロビ）はオリンピックメダリストによるスラムの子どもへのマラソン指導を複数カメラによるスタジオインタビュー

番組（TV= 英語）で制作した。
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3.  南スーダン TV・ラジ

オ職員が倫理規範及び

記者ハンドブックの内

容を理解し、これを利

用した報道を行う。

・　 第 1 年次、WG4 は「報道倫理規範（暫定版）」の最終草案〔Final 
Draft - South Sudan Television & Radio（SSTVR）Journalists Code 
of Ethics〕を作成した。第 3 年次以降、完成予定となっている。

・　 第 3 年次、WG4 は「記者ハンドブック」の英語版の作成を

進めており、のちに、アラビア語に翻訳される予定である。

・　 第 1-2 年次に実施した第三国研修と本邦研修を通じ、参加者

は「記者ハンドブック」及び「報道倫理規範」に盛り込ま

れる内容に関する基礎知識を学んだ。

・　 これら報道研修の成果として、ケニア、ウガンダ、日本で

計 5 本のニュースリポートが制作され、SSTV と SSR により

放送された
10
。

4.  南スーダン TV・ラジ

オ職員による放送内容

が、プロジェクト開始

時と比して改善され

る。

・　 指標 2、指標 3 に示すとおり、番組制作職員と報道職員は、

技術及びオペレーションスタッフと連携したチームワーク

で、企画作成・発表、ロケーション撮影、スタジオ・イン

タビュー、編集等の習得した技能を活用し、複数のテレビ

番組とラジオ番組を制作した。その結果、これら情報価値

のある番組を放送することで、SSTVR は公平・正確・中立

な情報を南スーダン国民へ届けることができた。

・　 JICA 専門家と SSTVR 職員によると、技術面と放送番組内容

など、全般的に質の改善が認められている。

プロジェクト目標は上記の指標の達成状況に示されるとおり、プロジェクト期間終了までにあ

る程度は達成される見込みである。

PDM 上では、プロジェクト目標指標に関し、目標値レベルが明確に定義されておらず、特

に指標 2 及び指標 3 に関し、どの程度達成されたかを測定するのは困難であった。そのため、

SSTVR の C/P 及び JICA 専門家の意見と提供された情報を踏まえ、本調査団は各指標の達成度と

残された課題を以下のとおり解釈した。

SSTVR において、開発されたマニュアルに従った、既存の放送機材の運用及び維持管理は、

WG2 を含む研修参加者によりおおむね達成されている
11
。他方、残されたプロジェクト期間中に、

テレビ局へ新規導入予定のファイルベーススタジオ機材、及び、ラジオ局の新規スタジオへ設置

予定の機材等を適切に運用し、維持管理することができるよう、職員の知識とスキルを更新する

必要がある（指標 1）。

10
　 2014 年 6 月研修（ナイロビ）では「汎アフリカ大学院のカメルーンとジンバブエの学生の活動」を取り上げた TV 企画ニュース

を英語とアラビア語で作成した。9 月研修（カンパラ）では「野生生物の保護と活用」TV 企画ニュースをやはり英語とアラビ

ア語で制作した。10 月研修（東京）では「教育番組コンクール日本賞」の様子をアフリカからの参加・受賞者（ナミビア）のイ

ンタビューを含めて企画ニュース（TV、ラジオ＝英語）を制作した。11 月研修（ナイロビ）では一村一品運動のイチゴ生産グルー

プを企画ニュース（TV ＝英語とアラビア語、ラジオ＝英語）、12 月研修（ナイロビ）では一村一品運動のうち「ウシの角の工

芸品作り」を企画ニュース（TV、ラジオ＝ともに英語とアラビア語）で制作し、SSTVR を通して放送された。
11

　 詳細計画策定調査報告書（2012 年 1 月）によると技術部職員数はテレビ局 18 名（うち常勤 15 名）、ラジオ局 24 名（うち常勤 24 名）

であることから、SSTVR 全体の技術部職員は 42 名だった。第三国研修の機材維持管理コースへ参加した職員は 22 名である（全

体数の約 50％）（2014 年 12 月時点）。
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番組制作ガイドライン案は、第 3 年次に実施予定の OJT の結果を踏まえて、最終化される必

要があるものの、同ガイドライン案に沿った番組制作は、WG3 メンバーと研修参加者により、

ある程度は達成されつつある。一方、本プロジェクトを通じ、訓練された中核的職員の習得スキ

ルと知識が、部内の他職員へ伝達されていない状況をかんがみると、残されたプロジェクト期間

で、番組制作部全体の機能を強化することは、挑戦的な取り組みとなることが推測される
12
。した

がって、チームワークの強化とトレーナー人材を育成するアプローチとして、第 3 年次に形成さ

れた特別番組専従班を機能させ、南スーダンの発展を描く特別番組シリーズの制作を通じた OJT
を、集中的に実施することが不可欠であり、最善の方策であると見込まれる（指標 2）。

報道倫理規範、及び、記者ハンドブックの概念は、第 1 年次、第 2 年次に実施された研修へ参

加した職員の間では促進されたといえる
13
。第 3 年次以降は、これら倫理規範とハンドブックの内

容に従い、独自報道の OJT が実施される予定である。また、WG4 は、第 3 年次、第 4 年次に順次、

報道倫理規範と記者ハンドブックを最終化し、成果品を報道職員へ配布し、報道部全体へその知

識を普及することが不可欠である（指標 3）。
第三国研修及び本邦研修中に制作された番組とニュースリポートの内容に現れているとおり、

放送内容の改善は、ある程度達成されつつある。さらに、研修参加者は帰国後、ジュバ市の芸術

と手工芸、アビエイの保健状況、地方の漁業等をテーマとしたニュースリポートを制作したり、

第 3 年次には、南スーダン独立記念日用の特別番組を制作したりしている。今後、異なる部署

の職員から構成される特別番組専従班への OJT を継続することで、放送番組の内容がより正確、

公正、中立に制作される見込みは高いと考えられる（指標 4）。

３－５　上位目標の達成見込み

上位目標の達成状況見込みに関し、確認されたのは以下のとおり。

上位目標：南スーダン TV・ラジオによって、正確・公平・中立な情報が国民に届けられる。

12
　 詳細計画策定調査報告書（2012 年 1 月）によると番組制作部職員数はテレビ局 69 名（うち常勤 29 名）、ラジオ局 54 名（うち

常勤 22 名）であることから、SSTVR 全体の番組制作職員は 123 名だった。第三国研修の番組制作コースへ参加した職員は約 20
名である（全体数の約 16％）（2014 年 12 月時点）。

13
　 詳細計画策定調査報告書（2012 年 1 月）によると報道部職員数はテレビ局 56 名（うち常勤 27 名）、ラジオ局 42 名（うち常勤 28 名）

であることから、SSTVR 全体の報道職員は 98 名だった。第三国研修の報道コースへ参加した職員は 21 名である（全体数の約

21％）（2014 年 12 月時点）。
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表３－８　上位目標指標の達成状況

指　標 達成状況

1.　 南スーダン TV・ラジ

オの視聴者の増加

・　 視聴者数の変化に係るデータは特に把握されていない。

・　 第 1 年次に実施した、3 都市（ジュバ、マラカル、ワウ）を

対象とした、ベースライン調査（サンプル数 762 人）の結果

は以下のとおり。（2013.3-6）
　�＜ラジオ＞地域別ラジオ局人気順では、国連南スーダ

ン・ ミ ッ シ ョ ン（United Nations Mission in South Sudan：
UNMISS）による Radio Miraya、BBC World 等のほか、コミュ

ニティラジオが人気を独占していた。

　�＜テレビ＞ SSTV に関しては、ローカル TV 局が少ないこ

ともあり、全体的に SSTV を選ぶ視聴者が多かった（ジュ

バ 62.2％、マラカル 91.4％、ワウ 41.1％）

2.　 南スーダン TV・ラジ

オの放送内容の信頼性

に対する視聴者の認識

の変化

・　 視聴者の認識の変化に関するデータは特に把握されていな

い。

・　 第 1 年次に実施した、3 都市（ジュバ、マラカル、ワウ）を

対象とした、ベースライン調査（サンプル数 762 人）の結果

は以下のとおり。（2013.3-6）
　�＜ラジオ＞ SSR を選ばない理由として、「電波状態が悪い

または届かない」が挙げられた。

　�＜テレビ＞ SSTV を視聴しない理由として、「電波が届か

ない、または電波状態が悪い」「番組内容が興味深くない」

が挙げられた。

上位目標はプロジェクト期間終了後から約 3 年後に達成されるものであるが、同指標の変化を

予測するには時期尚早である。

本プロジェクト効果は、「SSTVR を公共放送局化する政策が維持される」という外部条件が満

たされることで、確実に、SSTVR によって、正確・公平・中立な情報が国民に届けられること

に貢献すると推察される。しかし、現状をかんがみると、上位目標である「SSTVR による正確・

中立・公正な情報の提供」の変化を正確に把握するための指標が適切に設定されていないと考え

られる。本プロジェクトにより、南スーダンの人々へ正確・公平な情報を届けるための人材が

SSTVR で育成されたとしても、SSTVR の「視聴者数」を上昇させるためには、まず、放送カバ

レッジの拡大のための放送施設の改修や、世帯レベルでのテレビ設置・利用が促進されることが

不可欠であると推測される（指標 1）。他方、SSTVR の放送内容の信頼性に対する「視聴者の認識」

を向上させるためには、まず、国営放送である SSTVR が公共放送 SSBC へ改編し、編集権の独

立性が確保されることが不可欠である（指標 2）。

－ 17 －



３－６　プロジェクトの実施プロセス

３－６－１　プロジェクトマネジメント

（1）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）
JCC は毎年 2 回会合を開き、年間ワークプランの協議や承認、活動進捗のモニタリング、

達成度の確認のほか、PDM の改訂を行っている。本調査時点までに、JCC 会議は計 5 回

開催されている。

開催日・場所 協議内容

1
2013.1.21
ジュバ

JCC メンバー、JCC 会議の予定、PDM（Ver.0）、研修計画、WG の形成

に係る承認

2
2013.10.15
ジュバ

ベースライン調査の報告、PDM（Ver.1）の承認、2013 年度の調達機材

リストの承認、SSTVR による人員配置と機材維持管理に係る予算措置

の協議

3
2014.2.21
ケニア

南スーダンの不安定な治安情勢に伴う、当初計画の変更と第三国研修に

よるプロジェクトの継続についての承認、PDM（Ver.2）の承認

4
2014.9.5
ウガンダ

南スーダンでの活動の再開見込み、プロジェクト活動の進捗レビュー、

第 2 年次のワークプランの提案と協議、技術協力成果品に係る変更

5
2015.2.24
ジュバ

第 2 年次の活動のレビュー、第 3 年次の活動計画の承認、PDM（Ver. 3.2）
の改訂、技術協力成果品に係る変更

（2）ワーキンググループ

JCC の下、4 つの成果を管理するうえで、WG が 4 グループ設置された。本調査時点で、

WG2 は JICA 専門家が南スーダンへ派遣されていない期間中もよく機能している。

WG 任務内容

1 成果 1に関し、WG1は SSTVRを公共放送局へ改編するための詳細計画の策定に従事する。

2
成果 2 に関し、放送機材の運用・維持管理に係る WG2 は、関連職員の能力を改善する

ために、現状分析、マニュアルの開発を担う。

3
成果 3 に関し、番組制作に係る WG3 は関連職員の能力を改善するために、現状分析と

番組制作ガイドラインの開発を担う。

4
成果 4 に関し、報道に係る WG4 は関連職員のプロフェッショナリズムの意識を改善す

るために、現状分析、及び、ジャーナリストのための倫理規範とハンドブックの作成を

担う。

（3）メディアセクターにおける他組織との協力

第 1 年次に開催した、本プロジェクトのローンチングセミナーやアクションプランシン

ポジウムでは、開発パートナーや現地メディアに対し、プロジェクトに関する情報を共

有し、SSTVR の公共放送局化について、意見交換を行った。第 2 年次には、南スーダン、

ケニア、ウガンダの 3 カ国公共放送セミナーの開催を通し、KBC とウガンダ放送公社（UBC）
との連携を強化した。
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３－６－２　プロジェクト活動の実施に影響を与えた外部要因

（1）紛争の勃発による影響

・　 ＜ SSTVR における現場活動への影響＞：2013 年 12 月に発生した武力衝突のあと、

治安情勢は悪化し、JICA 専門家は南スーダンへの渡航は 1 年以上にわたり制限された。

2014年 2月に実施された JCCでは、PDMを改訂し、「南スーダンの治安状況が改善され、

日本人専門家の再派遣が可能となる」を外部条件として加えた。この間、プロジェク

ト活動は、選抜された中核となる C/P を対象に第三国研修の形で継続されたものの、

南スーダンの地域社会をテーマとする番組制作などの OJT 活動は実施できなかった。

また、研修に参加できなかった、SSTVR の局内に常駐する、その他職員はプロジェ

クト活動へ参加できなかった。

・　 ＜供与機材投入プロセスと研修活動への影響＞：第 1 年次に実施されたベースライン

調査でも特定されているとおり、2005 年の包括的和平合意締結まで、20 年以上にわ

たる紛争の影響により、SSTVR の施設・機材は老朽化が進み、不足している状況が

続いている。放送の質を担保するためには、機材の更新と、施設の改修が急務となっ

ているが、第 1 年次に計画されていた、機材調達プロセスは専門家が第 3 年次に再派

遣されるまで中断された。これは、供与機材が、JICA 専門家による立会いと技術指

導の下、SSTVR の職員により、適切に取り扱われ、設置、運用、管理されるための

対応措置であった。
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第４章　評価結果

各評価項目は 5 段階（高い、やや高い、中程度、やや低い、低い）で判断された。

４－１　妥当性

以下の要因により本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。

本プロジェクトは以下に述べる、南スーダン政府の政策と戦略、及び、日本の対南スーダン援

助方針、プロジェクトデザイン、ターゲットグループの選択との整合性があることが確認された。

４－１－１　南スーダンにおける政策との整合性

（1） 「南スーダン開発計画 2011 ～ 2016 年（South Sudan Development Plan 2011-2013 extended to 
2016）」
「南スーダン開発計画 2011 ～ 2016 年」は 4 つの重点分野を掲げている（1. ガバナンス、2．

経済開発、3. 社会的人材開発、4. 紛争予防と安全保障）。本プロジェクトは SSTVR による

正確・公平な情報を国民へ届けることで、これら重点分野がめざす、民主化の促進、政府

の透明性とアカウンタビリティーの確保、人々の営みの発展による持続可能な開発、国民

の健康と尊厳の推進、人権の尊重、すべての人々の自由の原則に貢献するものである。

（2）メディア関連法

本プロジェクトに関連する法令としては以下のものがある。

1） 「公共放送局法（The Broadcasting Corporation Act, 2013 – Act No. 63）」
2014 年 9 月に成立した「公共放送局法」は、独立した公共サービス放送局を構築す

ることを定めている
14
。同法律に基づき、SSTVR は SSBC に改編し、同法発効から 5 年

後には、受信料、公共の補助金、公告、スポンサーシップ、他の商業活動や寄付により、

独立採算性を確立することが求められている。本プロジェクトでは、成果 1 において策

定する中長期ロードマップのコンポーネントで予算面の取り組みを行う。

2）  「独立メディア規制局法（The Media Authority Act, 2013 – Act No. 64）」
2014 年 9 月に成立した「独立メディア規制局法」は、憲法及び国際的に保障された、

表現の自由の保障に基づき、南スーダンのプレスカバレッジを監視し、苦情を取り扱

う独立組織の設置を定めている
15
。放送セクターの規制機関は独立組織であり、政治面、

及び、経済面の干渉から適切に保護されるものであると定めている。本プロジェクトで

は、SSTVR において、こうした事情を理解して業務を遂行する人材を育成している。

14
　 経営委員会メンバーの任命プロセスは、2015 年 5 月に発表された候補者指名リストに基づき、2015 年 9 月に Vetting Committee
による作業が進められ、国会議長へ提出される段階であり、承認待ちであった。（AMDISS 聞き取り、2015 年 10 月 8 日）（ジュ

バ大学教授・経営委員長候補聞き取り、2015 年 10 月 9 日）
15

　独立メディア規制局委員会メンバーの任命プロセスについても、同上。（AMDISS 聞き取り、2015 年 10 月 8 日）
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3）「情報アクセス法（The Right to Access to Information Act, 2013 – Act No. 65）」
2014 年 9 月に成立した「情報アクセス法」は、国家の安全保障を脅かす情報や個人

のプライバシーを脅かす情報でない限り、ジャーナリストを含む、すべての国民に対し、

公式な情報を入手することが保障されると定めている
16
。本プロジェクトは、テレビ及

びラジオを通し、正確・公平・中立な情報を放送することで、国民の情報へのアクセス

機会の向上へ寄与するものである。

４－１－２　プロジェクトデザインとの整合性

・　 本プロジェクト開始時に実施されたベースライン調査では、SSTVR の以下の課題が明

らかとなった（研修経験の不足、放送と放送機材に必要な基礎知識の不足、長年にわた

る紛争の結果による、放送施設機材の老朽化、情報源の政府への依存過多、倫理規範及

び各種ガイドラインの欠如による職員の低いモラル等）。これらの課題を踏まえ、本プ

ロジェクトは、国民に信頼される公共放送局へのロードマップと組織ビジョンを策定す

るとともに、技術、番組制作及び報道に関連する職員の能力を強化することで、南スー

ダンの人々に正確で公平な情報を届けるための人材を育成することをめざす枠組みと

なっている。したがって、本プロジェクトのデザインとアプローチは、南スーダンのメ

ディア開発の戦略として適切であるといえる。

４－１－３　対象機関及びターゲットグループのニーズとの整合性

・　 本プロジェクトは、SSTVR の人材育成のニーズ、及び、放送局としての組織強化のニー

ズとの整合性が高い。本調査時点で、SSTVR は公共放送局への改編の準備段階にあっ

た。公共放送局の使命として、南スーダンの文化及び民族の多様性に配慮した、正確か

つ公正なニュースリポート、及び、番組制作の配信を通じ、より良い市民社会の形成に

貢献することが期待されている。したがって、本プロジェクトの対象グループとして、

SSTVR における技術、番組制作、報道に従事する職員を選定し、業務の質の向上を図

ることは適切である。

４－１－４　日本の援助政策との整合性

・　 日本政府は対南スーダン共和国援助方針（「事業展開計画」2011 年 11 月）において、

援助重点分野のひとつとして、新国家建設支援を開発課題として掲げている。新国家の

機能整備にあたり、ガバナンスに係る課題等が山積している現状にかんがみ、行政能力

強化、及び、民主的国家建設の推進を図る、協力プログラム「行政能力強化プログラム」

が実施されており、本プロジェクトは同プログラムに位置づけられている。

４－２　有効性

以下の要因から、本プロジェクトの有効性は中程度と判断される。

16
　インフォメーションコミッショナーと副コミッショナーの任命プロセスについても同上。（AMDISS 聞き取り、2015 年 10 月 8 日）
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４－２－１　プロジェクト目標及び成果の達成見込みと因果関係

・　 「第 3 章 3 － 4 プロジェクト目標の達成」で述べたとおり、プロジェクト目標は、4 つ

の成果によりポジティブな結果がもたらされており、残された期間で、ある程度は達

成されると推測される。プロジェクト目標達成への貢献要因として、JICA 専門家によ

る技術指導の下、WG メンバーと第三国研修参加者により開発された成果品が挙げられ

る（「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 5 成果品一覧」参照）。これら成果品の活用により、

国民へ公平で正確な情報が届けられることをめざした人材の能力強化が促進されると考

えられる。

・　 他方、研修を受けた職員が有効かつ正確な業務パフォーマンスを実現するうえで、

SSTVR の職場環境に障壁が残されているといえる。第 1 年次に SSTVR 内で実施された、

ベースライン調査でも指摘されているとおり、局内のあらゆる部署における、不適切な

組織構造及び人材管理といった課題が残されている。

・　 JICA 専門家の南スーダンへの派遣が中断された 1 年以上に及ぶ期間、第三国研修や本

邦研修に参加した SSTVR 職員を、JICA 専門家が直接現場でフォローアップすることが

できなかった。番組制作及び報道の中核的メンバーの能力強化は進んだものの、今後、

いかに SSTVR 内で人材育成の枠組みを構築し、組織体における知識の継承への取り組

みが担保されるかといった課題が残されている。

４－２－２　プロジェクト目標達成への外部条件

・　 PDM 上、プロジェクト目標を達成するうえで、設定された外部条件のひとつ「SSTVR
を公共放送局に改編する政策」に関しては、メディア関連法により維持されているとい

える。しかし、メディア関連法の施行については、国会における、独立メディア規制局

の委員会メンバー、及び、SSBC 経営委員会メンバーの任命プロセスの遅れにみられる

とおり、決して円滑に遵守されているとはいえない状況である。

・　 二つ目の外部条件である、「本プロジェクト期間中、研修を受けた中核的職員が SSTVR
に継続的に在籍する」についても本調査時点では、中核職員が離職、異動することはほ

ぼなく、維持されている。

４－３　効率性

以下の要因から、本プロジェクトの効率性はやや高いと判断される。

４－３－１　各成果の達成状況

・　 「第 3 章 3 － 3 成果の達成状況」の項で述べたとおり、本調査時点で成果 2 の指標はあ

る程度達成されている。また、成果 1、成果 3、成果 4 の指標は、おおむね良い方向に

進捗している。他方、研修を受けた中核的人材となる職員のスキルと知識が、本調査時

点では、組織内で伝達されておらず、残された 1 年余りのプロジェクト期間で、これら

成果の達成度合いが目標レベルに到達できるか懸念される
17
。

・　 「第 3 章 3 － 1 投入実績」の項で述べたとおり、日本側の投入については、2013 年 12

17
　職員のなかでも特にアラビア語を母語とする職員の研修機会は限られている。（SSTVR 職員聞き取り、2015 年 10 月）
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月に勃発した武力紛争の影響により、専門家の現地派遣は中断され、機材供与のスケ

ジュールは大幅に遅れた。しかし、治安情勢が安定するまでの対応策として第三国研修

を拡大し、プロジェクト活動が継続されており、日本側及び南スーダン側ともに、状況

に応じた適切な投入がなされたといえる。

４－３－２　成果達成への貢献要因・阻害要因

（1）貢献要因

・　 ＜経験豊富な講師とトレーナーによる研修カリキュラムの質の高さ＞：第三国研修と

本邦研修のなか、SSTVR 職員は、テレビとラジオ番組制作、及び、ニュースリポート

のプロセスに係る実習に参加している。NHK からの専門家チームは多様な基礎的ツー

ルや手法を紹介した。資機材が不足している状況であっても、SSTVR 職員はこれらツー

ルを適切に活用することで、原稿作成、機材の修理等を含む、業務の効率性と質を、徐々

に向上しつつある。

・　 ＜チームワークの促進＞：WG2、WG3、WG4 のメンバーに加え、OJT 活動に参加した

その他職員は、チームワークの重要性を認識している。WG2 による朝ミーティングの

導入は、機材運用及び維持管理に従事する職員の間で、業務の質を維持するうえで欠か

せない情報共有を促進している。

・　 ＜ジェネレーター導入による電源の安定性の確保＞：第 1 年次のジェネレーター導入以

前は、SSTVR は頻繁に起こる停電に悩まされていた。本プロジェクトと南スーダン政

府によるジェネレーターの導入により、SSTVR の施設機材運用キャパシティが向上し

た。

・　 ＜隣国の公共放送局との協力＞：国営放送局から公共放送局への移行の経験を有する、

KBC及びUBCからの協力は、第三国研修の成功に貢献した。これら公共放送局において、

SSTVR からの研修参加者は、SSTVR の機材に比較的近い機材を用いて質の高い番組が

生み出されている現場の運用状況を、直接見学することができた。

・　 ＜ JICA の他プロジェクトとの連携＞：JICA の技術協力により、農業省は農業振興のた

めのマスタープランの開発を行った。SSTVR では、南スーダンの復興に向け、国民の

認識を高めるための特別番組専従班が設置された。同専従班は、農業セクターを取り上

げ、ニュースリポートを含むテレビ番組とラジオ番組を制作する予定である。JICA 専

門家が支援する農業省の C/P との連携を通じた、相乗効果が期待される。

（2）阻害要因

・　 ＜機材調達の遅延＞：「第 3 章 3 － 6 － 2 プロジェクト活動の実施に影響を与えた外部

要因」で述べたとおり、2013 年 12 月に発生した武力紛争により、本プロジェクトの効

率性は、投入のタイミングの面でマイナスの影響を受けた。第 1 年次のベースライン調

査の結果でも指摘されたとおり、長年にわたる紛争の影響で、SSTVR の施設機材は既

に老朽化が進み、不足している状態であった。放送の質を担保するには、機材の更新と

施設の改修が急務となっている状況である。

・　 ＜第三国研修の費用の増加＞：第三国研修費用の増加により、本プロジェクトのコスト

面での効率性にマイナスの影響を与えた。本プロジェクトの当初計画では、第 1 年次末
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に 1 回の第三国研修を想定していた。他方、専門家の南スーダンへの渡航が制限され、

現地での活動が不可能となった対応策として実施された、第三国研修の回数は、第 1 年

次及び第 2 年次にかけて、幹部研修が 4 回、機材管理が 6 回、番組制作が 5 回、報道が

5 回にのぼる。

・　 ＜第 2 年次中の WG3 と WG4 の SSTVR の現場活動の欠如＞：SSTVR での本プロジェクト

活動が第 2 年次中、中断されたため、番組制作の WG3、及び、報道の WG4 はグループと

して実質機能することができなかった。そこで、第 3 年次初めに、成果 3 と成果 4 の活動

を活性化するために、新たなメンバーにより WG3 と WG4 を再形成することとなった。

４－３－３　成果達成のための外部条件

PDM に設定されている外部条件は成果の達成に正負の影響をもたらしている。

・　 SSTVR は国営放送局から公共放送局へ改編されていないことから、政府及び議員は

SSTVR の放送内容への強い影響力を保持している。

・　 SSTVR の関連部署の主要な職員は同組織内に継続的に在籍している。

・　 「第 3 章 3 － 6 － 2 プロジェクト活動の実施に影響を与えた外部要因」に述べたとおり、

第 1 年次末から第 2 年次末にかけて、南スーダンの治安情勢の悪化を受け、1 年以上に

わたり JICA 専門家を SSTVR へ派遣できなかった。

４－４　インパクト

本プロジェクトのインパクトは中程度と見込まれる。上位目標の指標はプロジェクト期間終了

から約 3 年後に達成されるものとして想定されるべきであるが、現状をかんがみると、その設定

内容が高すぎると考えられる。他方、本プロジェクトにより、以下の波及効果が発現することが

期待される。

４－４－１　上位目標の達成見込み

・　 SSTVR が上位目標の指標を達成するためには、相当の年数を要すると推測される。今後、

SSTVR が公共放送局へ移行していくなかで、最終的に、独立した編集権と財政面での

自立性を確保することで、公平性と中立性の維持が実現すると推測される
18
。「第 3 章 3

－ 5 上位目標の達成見込み」で述べたとおり、プロジェクト目標と上位目標の因果関係、

及び、本調査時点での外部要因を考慮すると、上位目標の 2 つの指標はプロジェクト目

標の指標と乖離しており、その設定が適切ではないと考えられる。

４－４－２　南スーダンの社会経済面へのインパクト

・　 表 3 － 7（プロジェクト目標指標の達成状況）に記載のとおり、第三国研修及び本邦研

修中に、SSTVR 職員は、南スーダンの国民の興味に応え得る社会経済テーマを取り上げ、

テレビ番組とラジオ番組を制作した。また、「第 3 章 3 － 3 － 3 成果 3 の達成状況」で

18
　 南スーダンのメディア関係者によると、SSTVR の放送内容はまだ現政権のプロパガンダや音楽番組が多すぎる印象があり、そ

の放送内容に大きな変化はみられず、政府による発表内容を確認するためのチャンネルであるということだった。SSTVR に対

しては、全国各地からのニュース取材等を期待しているというコメントがあった。（Radio Miraya 聞き取り、2015 年 10 月 5 日。

AMDISS 聞き取り、2015 年 10 月 8 日。）
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述べた、第 3 年次から第 4 年次にかけて、特別番組専従班により制作が予定されている

情報価値のある番組が放送されることで、国づくりに資する農業セクターのさまざまな

テーマに関し、国民の認識が高まることが期待される。

・　 本プロジェクトでは、正確・公正・中立な公共放送の概念に関し、SSTVR 職員の認識

の向上を図っており、本プロジェクトの実施による負の影響はこれまで確認されていな

い。

４－５　持続性

本プロジェクトの持続性は以下の要因から中程度と見込まれる。

４－５－１　制度・政策面

本プロジェクトの制度・政策面の持続性は中程度と見込まれる。

・　 「4-1 妥当性」の項で述べたとおり、2014 年 9 月に可決されたメディア関連法（公共放

送局法、独立メディア規制局法、情報アクセス法）により、国営放送局である SSTVR
を公共放送局 SSBC へ改編する政策は維持されると見込まれる。

４－５－２　組織面

本プロジェクトの組織面の持続性は中程度である。

・　 「公共放送化に向けた短期ロードマップ」が履行され、「国民に信頼される公共放送局と

なるための中長期ロードマップ」が策定され、将来設置される SSBC 経営委員会に承認

されれば、組織面では本プロジェクトの効果の持続性を担保することができると期待さ

れる。

・　 「4 － 2 － 1 プロジェクト目標及び成果の達成見込みと因果関係」で述べたとおり、

SSTVR では人材管理面の課題もあり、不適切な人員配置と職掌などの問題に対応し得

る、公共放送局への組織体制の改編が課題として残されている。

４－５－３　財政面

本プロジェクトの財政面の持続性はやや低い。

・　 国営放送局として、SSTVR はその財源を政府からの予算配分に依存している。現状で

はスペアパーツや機材の更新、施設の改修など、日常業務の質を維持するうえでの必要

予算の拠出が不十分な状況である。本プロジェクトでは、「第 3 章 3 － 3 － 1 成果 1 の

達成状況」で述べたとおり、第 3 年次から第 4 年次にかけて「国民に信頼される公共放

送局となるための中長期ロードマップ」の策定を行う際、財政管理の能力強化を図るこ

とをめざしている。

４－５－４　技術面

本プロジェクトの技術面の持続性はやや高い。

・　 本プロジェクト以前は、SSTVR で所有していたジェネレーターはキャパシティが小さ

いうえ、劣化しており、電気の供給は不安定だったことから、放送時間中であっても週

に 2 回ほど、停電が発生していた。第 1 年次に、容量の大きいジェネレーターが本プロ
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ジェクトより 1 台供与され、同時に、SSTVR 側の努力により、大統領府所有のジェネレー

ターが急遽配置されることとなった。それ以降、SSTVR は電気供給の安定性が確保され、

放送も継続的に行われるようになった。本調査時点で、SSTV は 1 日当たり 16 時間放送

を行い（2012 年と比較し、4 時間増加）、SSR は 2015 年 7 月から 1 日当たり 24 時間の

FM 放送（2012 年と比較し、15 時間増加）を実現している
19
。

・　 本プロジェクトでは、協力期間終了後も C/P が独自に活動を継続できる能力が育ちつつ

ある。「付属資料 1. 協議議事録 Annex 5 成果品一覧」に記載のとおり、SSTVR の C/P は

運用及び維持管理に関する各種マニュアルや様式を開発し、彼らの技術面での持続性に

貢献している。記者ハンドブック、及び、番組専従班の OJT チェックシートに関しては、

職員が日々業務を遂行する際に、参考にすることができるものである。これら実用的な

成果品のほか、番組制作ガイドラインや報道倫理規範など、その理念及び概念を取りま

とめたガイドラインは、本プロジェクトによる技術移転の持続性を担保するものである。

４－５－５　阻害要因

・　 ＜保守・運用面の安定性を脅かす懸念材料＞：武力紛争の影響により、アッパーナイル

州の SSTVR マラカル局は完全に壊滅されてしまった。また、本調査時点でも、燃料不

足の深刻な状況が確認され、SSTVR 放送の電源供給に影響を与えており、Gumba 送信

所の運転が数日間停止している状況だった
20
。

・　 ＜不透明な治安当局者によるメディア規制＞：政府の治安当局によるメディア規制は

強化され、特に、2013 年 12 月に発生した大統領派と元副大統領派の武力衝突以降、複

数の新聞が発行停止されたり、ラジオ局が放送停止させられたりといったケースが相次

ぎ、南スーダンにおけるメディアの自由、及び、表現の自由は制限されている状況が続

いている
21
。南スーダンにおけるメディアの減退による、本プロジェクトの持続性へのネ

ガティブな影響が懸念される。

19
　 政府は SSTVR の放送時間の拡大を指令しているが、施設及び人員配置の拡張はなされておらず、職員及び施設機材のキャパシ

ティは困窮状態である。（SSTVR 職員聞き取り、2015 年 10 月）
20

　SSTVR Director General 聞き取り、2015 年 10 月
21

　 プレスフリーダムインデックスによると、南スーダンの報道の自由度は、2015 年 125 位（180 カ国中）であり、2014 年 119 位（（180
カ国中）、2013年及び 2012年 124位（178カ国中）より低下している。その理由として紛争再発による民主化プロセスの停滞、ジャー

ナリストが安全かつ適切に活動できない点が指摘されている。出所：Reporters without border (http://en.rsf.org/south-sudan,292.html)
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第５章　結　論

本プロジェクトはプロジェクト目標に向けて進捗しており、多くの良好な結果をもたらしてい

る。しかし、2013 年 12 月に勃発した武力衝突による国内の治安情勢の悪化により、JICA は専門

家と職員の南スーダン国外への退避を余儀なくされた。2015 年 1 月に南スーダンへの専門家派

遣が再開されるまでの 1 年 3 カ月の間、C/P の中核メンバーを隣国に呼び寄せ、第三国研修とし

てプロジェクト活動を継続した結果、中核メンバーの能力強化は進んだが、専門家の現地派遣

の中断は、中核メンバーを通じた他職員への技術普及を遅延させる結果となった。また、専門

家の南スーダンへの渡航が制限された期間、SSTVR への機材供与のプロセスも中断したが、こ

れにより、供与機材を利用した技術移転にも遅れが生じた。さらに C/P は今後、SSTVR の公共

放送局化に向け、短期ロードマップを実施するとともに、中長期ロードマップを策定し関係者間

で共有する必要がある。しかし、SSTVR の公共放送局化を規定する公共放送局法は、2008 年に

MOIB により草案が議会に提出されたあと、2013 年に議会を通過したが、大統領が一部内容を訂

正するよう求め、同年、国会への差し戻しを経て、2014 年 9 月にようやく発効したものの、発

効後 1 年を経過しても国会における公共放送局の経営委員の選任手続きは完了しておらず、本調

査時点で、公共放送局化のプロセスが遅れていることが再確認された。

以上の状況にかんがみ、本調査団はプロジェクト期間が 2016 年 11 月までから 2018 年 3 月ま

で 1 年 4 カ月間、延長されることが適切であるという結論に達した。
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第６章　PDM の改訂

中間レビューの結果を踏まえ、PDM（Ver.3.2）は PDM（Ver.4）に改訂されている。改訂内容

を以下の比較表に示す。なお、改訂版 PDM は「付属資料 2. PDM 第 4 版（和文）」を参照。

（1）対象グループ

Version 3.2
（2015 年 2 月改訂）

Version 4
（2015 年 10 月改訂）

対象

グループ

MOIB 職員、SSTVR 職員

【理由】R/D の内容に基づきターゲットグループの記載

を追記

（2）指標と指標データ入手手段の改訂

Version 3.2
（2015 年 2 月改訂）

Version 4
（2015 年 10 月改訂）

上位目標：南スーダン TV・ラジオによって、正確・公平・中立な情報が国民に届けられる。

指　標 ①　 南スーダン TV・ラジオの

視聴者の増加

1）テレビ及びラジオの放送時間が増加する。

（ベースライン 2012 年時点：ラジオ 1 日当たり 9 時

間、テレビ 1 日当たり 12 時間）

2） 放送カバレッジエリアが増加する。（ベースライン

XXXX 年時点：XX％）

【理由】上位目標にある「届けられる」とは送り手側の

SSTVR が行う行為である。一方、「視聴者の数」といっ

た、受け手側で変化が現れるのは、その次の段階の話

であるうえ、複数の外部条件にも左右されることから、

プロジェクト目標と乖離した上位目標の「指標」設定

となっていた。SSTVR 側で「届けられる」の変化を計

測できる、定量データに改訂した。

②　 南スーダン TV・ラジオの

放送内容の信頼性に対する

視聴者の認識の変化

3）SSTVR により制作された番組数が増加する。

4） SSTVR により制作された番組の種類が増加する。

（ベースライン 2015 年時点：XXX）

【理由】上位目標にある「届けられる」とは送り手側の

SSTVR が行う行為である。一方、「視聴者の認識」といっ

た、受け手側で変化が現れるのは、その次の段階の話

であることからプロジェクト目標と乖離した上位目標

の「指標」設定となっていた。「正確・公平・中立な情報」

を測る指標として、プロジェクト目標レベルで番組ガ

イドラインなどが遵守されているとの想定の下、独自

に制作された番組数や番組の種類といった、SSTVR 側

で把握可能な、情報の変化に関連する、定量データに

改訂した。
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指標データ

入手手段

・ 南スーダン TV・ラジオの視

聴者数調査記録

・ 南スーダン TV・ラジオの放

送内容

・ 視聴者対象の聞き取り調査

・ SSTVR 幹部及び関係者の聞

き取り調査

【削除】

上記のとおり指標改訂に伴い、以下、入手手段に改訂

1）放送記録

2）放送カバレッジエリアの技術データ

3）SSTV 及び SSR の週間編成表

4）SSTV 及び SSR の週間編成表

プロジェクト目標： 南スーダン TV・ラジオにおいて、正確・公平な情報を国民に届けるメディアに必

要とされる人材が育成される。

指　標 1） 「公共放送局化に向けた短期ロードマップ」が履行

される。

【理由】成果 1 で完成した、短期ロードが履行されるを

追加した。

2） 「南スーダン TV・ラジオが国民に信頼される公共

放送局化となるための中長期ロードマップ」のセミ

ナーシリーズが開催される。（目標値：プロジェク

ト終了までに計 XX 回）

【理由】成果 1 で完成した、中長期ロードマップが周知

されることを想定し、セミナー実施を指標として追加

2） 南スーダン TV・ラジオにお

いて、番組制作ガイドライ

ンが作成され、遵守される。

4） 研修を受けた職員により制作された番組数（目標

値：プロジェクト終了までに 15 番組）

【理由】左記の番組制作ガイドラインに従い、番組制作

が「遵守される」という状態の定義が不明瞭であった

ことから、入手手段が明らかな定量データに改訂した。

3） 南スーダン TV・ラジオ職員

が倫理規範及び記者ハンド

ブックの内容を理解し、こ

れを利用した報道を行う。

5） 記者ハンドブックが職員へ配布された数（目標値：

最少 50 冊）

【理由】左記「報道を行う」については、指標 4（制作

番組数）でみていく。記者ハンドブックは携帯され、

必要時に参照するものであると想定されている。また、

理解度の変化の計測は、本調査時点では行われておら

ず、現実的でないため、入手可能かつ定量的な指標に

改訂した。

6） 本プロジェクトにより倫理規範に関する報道研修を

受けた職員数（目標値：150 名）

【理由】倫理規範の理解度の変化を測る入手手段が確保

されていなかったことから、入手可能な定量データに

改訂した。

4） 南スーダン TV・ラジオ職員

による放送内容が、プロジェ

クト開始時と比して改善さ

れる。

7） 南スーダン TV・ラジオ職員による放送内容が、プ

ロジェクト開始時と比して改善される。
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指標データ

入手手段

1）プロジェクト報告書

2）セミナー開催記録

・ 放送機材運用・維持管理記録 3）放送機材運用・維持管理記録

・ 南スーダン TV・ラジオの番

組制作記録

・ 視聴者対象の聞き取り調査

・ 南スーダン TV・ラジオの番

組放送記録

・ SSTVR 幹部及び関係者の聞

き取り調査

【削除】

上記のとおり指標改訂に伴い、以下、入手手段に改訂

4）プロジェクト報告書

5）記者ハンドブックの配布記録

6）倫理規範に関する研修の参加者名簿

7）SSTVR の放送内容に関するメディア専門家の意見

成果 1： 南スーダン TV・ラジオにおいて、公共放送局化に向けた組織運営上の課題が明確化され、同

課題解決のための対処方針及び組織ビジョンがまとめられる。

指　標 1） 公共放送局化に向けた課題、

同課題に対する対処方針、

及び組織ビジョンが南スー

ダン TV・ラジオ及び情報・

放送省のなかで共有される。

【削除】

【理由】短期ロードマップ、及び、中長期ロードマップ

のなかで、「組織ビジョン」は明記されること、「公共

放送化への課題と対処方針」の議論を踏まえて、これ

らロードマップが作成されることから、以下指標と重

複している。

2） 南スーダン TV・ラジオの

公共放送局化に向けた短期

ロードマップが作成され、

新組織の経営層に参照され

る。

1）  南スーダン TV・ラジオの公共放送局化に向けた短

期ロードマップが完成する。

【理由】「作成される」のは、活動レベルの表記と同様

であることから、成果レベルでは、その次の段階「完

成する」と設定した。また、新組織の経営層に同ロー

ドマップが参照されるだけではなく、実施されること

が不可欠であるため、プロジェクト目標レベルで、「履

行される」を設定した。

3） 南スーダン TV・ラジオが国

民に信頼される公共放送局

化となるための中長期ロー

ドマップ（予算計画含む）

が作成される。

2） 南スーダン TV・ラジオが国民に信頼される公共放

送局化となるための中長期ロードマップが完成す

る。

【理由】「作成される」のは、活動レベルの表記と同様

であることから、成果レベルでは、その次の段階「完

成する」と設定した。

指標データ

入手手段

・ 南スーダン TV・ラジオ及び

MOIB の、公共放送局化に関

する記録・計画文書

・ SSTVR 幹部及び関係者の聞

き取り調査

【削除】

上記のとおり、指標改訂に伴い削除
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・ 南スーダン TV・ラジオの公

共放送局化に向けた短期ロー

ドマップ

・ 南スーダン TV・ラジオが国

民に信頼される公共放送局化

となるための中長期ロード

マップ

1） 南スーダン TV・ラジオの公共放送局化に向けた短

期ロードマップ

2） 南スーダン TV・ラジオが国民に信頼される公共放

送局化となるための中長期ロードマップ

成果 2：南スーダン TV・ラジオにおいて、職員の放送機材運用・維持管理に係る能力が向上する。

指標 1） 現状の放送機材運用・維持

管理に係る職員体制及びそ

れぞれの役割が明確化され

る。

1） 現状の放送機材運用・維持管理に係る職員の役割が

明確化される。

【理由】職員の要員計画策定と実施、部署内の組織改正

に関しては、公共放送化に伴う、組織全体の改造に関

連すること、また、職員の「能力の変化」の外部的要

素であることから、本プロジェクトの枠組みで実施可

能な「職員の役割が明確になる」までの段階を目標と

した。

2） SSTVR が目標とする放送機

材運用・維持管理に係る要

員計画が具体化される。

【削除】

【理由】同上

3） 目標とする要員計画に基づ

き、適切な要員配置が実施

される。

【削除】

【理由】同上

7） 放送機材運用・維持管理マ

ニュアルが作成される。

5） 作成された放送機材運用・維持管理マニュアルが配

布される。

【理由】マニュアルが「作成される」は、活動レベルの

表記内容と同様であることから、成果指標レベルでは、

その次の段階「配布される」と改訂した。

指標データ

入手手段

・ 放送機材運用・維持管理に係

る要員計画

・ 放送機材の維持管理計画

・ SSTVR 幹部及び関係者の聞

き取り調査

【削除】

上記のとおり、指標の改訂に伴い、以下の入手手段に

改訂

・ OJT 実施記録

・ OJT 成果確認チェックリスト

・ 放送機材運用・維持管理マ

ニュアル

・ 放送機材維持管理状況の記録

簿

1）WG2 によるプロジェクト報告書

2）OJT 成果確認チェックリスト

3）放送機材運用・維持管理マニュアル

4）放送機材維持管理状況の記録簿

5）放送機材運用・維持管理マニュアルの配布記録

成果 3：南スーダン TV・ラジオにおいて、番組制作を担当する職員の番組制作能力が向上する。

指標 1） 現状の番組制作に係る職員

体制及びそれぞれの役割が

明確化される。

1） 番組専従班が機能する。

【理由】職員の要員計画策定と実施、部署内の組織改正

に関しては、公共放送局化に伴う、組織全体の改造に

関連すること、また、職員の「能力の変化」の外部的

要素といえる。本プロジェクトの番組制作の枠組みで

実施可能な指標に改訂した。
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2） SSTVR が目標とする番組制

作に係る要員計画が具体化

される。

【削除】

【理由】同上

3） 目標とする要員計画に基づ

き、適切な要員配置が実施

される。

【削除】

【理由】同上

5） 番組制作ガイドラインが作

成され、運用される。

3） 番組制作ガイドラインが完成する。

【理由】番組制作ガイドラインが「作成される」は、活

動レベルの表記と同様であることから、成果指標レベ

ルでは、その次の段階である「完成する」に改訂した。

また、その次の段階として、プロジェクト目標指標 4
を設定した。

指標データ

入手手段

・ 番組制作に係る要員計画

・ 番組制作 OJT 実施記録

・ 番組制作記録

・ SSTVR 幹部及び関係者の聞

き取り調査

【削除】

上記のとおり、指標改訂に伴い、以下の入手手段に改

訂

・ OJT 成果確認チェックリスト

・ 番組制作ガイドライン

1）プロジェクト報告書

2）OJT 成果確認チェックリスト

3）番組制作ガイドライン

成果 4： 南スーダン TV・ラジオにおいて、報道担当者のプロフェッショナリズム（正確・公正な報道）

に関する意識が向上する。

指　標 1） 現状の報道に係る職員体制

及びそれぞれの役割が明確

化される。

【削除】

【理由】職員の要員計画策定と実施、部署内の組織改編

に関しては、公共放送化に伴う、組織全体の改造に関

連することであり、また、職員の「能力の変化」の外

部的要素であるといえる。

2） SSTVR が目標とする報道に

係る要員計画が具体化され

る。

【削除】

【理由】同上

3） 目標とする要員計画に基づ

き、適切な要員配置が実施

される。

【削除】

【理由】同上

4） 報道担当者向け倫理規範が

作成される。

1）報道担当者向け倫理規範が完成する。

【理由】「作成される」は、活動レベルの表記と同様で

あるため、成果指標レベルでは、その次の段階「完成

する」に改訂した。

5） 記者ハンドブックが作成さ

れる。

2） 記者ハンドブックが完成する。

【理由】「作成される」は、活動レベルの表記と同様で

あるため、成果指標レベルでは、その次の段階「完成

する」に改訂した。
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6）独自報道への意識が高まる。 【削除】

【理由】「意識の向上」については成果 4（Narrative 
Summary）の言い換えになっているため、削除した。報

道部門の職員の能力の変化は、「倫理規範」と「記者ハ

ンドブック」の作成プロセスへの関与を通じ、上昇す

るものとして、上記 2 つの指標をもって、変化を測る

とした。

指標データ

入手手段

・ 放送に係る要員計画

・ 報道に係る OJT の実施記録

・ 調査報道の実施記録

・ 独自報道への意識調査

・ SSTVR 幹部及び関係者の聞

き取り調査

【削除】

【理由】上記のとおり、指標の改訂に伴い、以下入手手

段に改訂した。

・ 報道担当者向け倫理規範

・ 記者ハンドブック

1）報道担当者向け倫理規範

2）記者ハンドブック

（3）活動の改訂

Version 3.2
（2015 年 2 月改訂）

Version 4
（2015 年 10 月改訂）

成果 1
の活動

活動 1-5：Organizational vision 
is formulated to transform SSTVR 
into a public broadcaster.（公共放

送局化するための組織ビジョン

が作成される）

【削除】

【理由】作成するロードマップの中で「組織ビジョン」

は扱われていることから、下記、活動と重複している。

活動 1-6：A short-term roadmap 
for SSTVR to become a public 
broadcaster is formulated and 
realised.（南スーダン TV・ラジ

オの公共放送局化に向けた短期

ロードマップが作成され、実現

される）

活動 1-5：A short-term road map for SSTVR to become a 
public broadcaster is formulated through discussion with Board 
of Directors once they are nominated.
南スーダン TV・ラジオの公共放送局化に向けた短期

ロードマップが、経営委員会（委員が任命されしだい）

との協議を通し作成される。

【理由】上記削除により、番号繰り上げ。「完成」を成

果レベルの指標とし、プロジェクト目標レベルで「履

行される」と設定した。経営委員会が設置されしだい、

協議を行う旨を追記した。

活動 1-7：A middle/long-term 
roadmap for SSTVR to become 
a trusted public broadcaster 
is formulated based on the 
Broadcasting Corporation Act.（メ

ディア法に基づき、国民に信頼

される公共放送局化に向けた中

長期ロードマップが作成され

る）

活動 1-6：A middle/long-term road map for SSTVR to 
become a trusted public broadcaster is formulated based on the 
Broadcasting Corporation Act.
メディア法に基づき、国民に信頼される公共放送局化

に向けた中長期ロードマップが作成される。

【理由】上記削除により、番号繰り上げ
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活動 1-7：Seminar on “the Middle/Long-term A middle/
long-term road map for SSTVR to become a trusted public 
broadcaster” are conducted.
「国民に信頼される公共放送局化に向けた中長期ロード

マップ」に関するセミナーが実施される。

【理由】策定する中長期ロードマップを、組織内外で周

知するための活動を追加した。

活動 1-8：The End-line survey is conducted to grasp the 
situation of media and its audience in South Sudan.
南スーダンのメディアの現状、及び、聴衆・視聴者に

係るエンドライン調査が実施される。

【理由】プロジェクト終了前に、活動 1-1 のベースライ

ン調査と同様の調査を実施することが想定されていた

ものの、活動に記載がなかったことから追加した。

成果 2
の活動

活動 2-4：The roles of the staff in charge of SSTVR 
engineering & operation are reviewed.
SSTVR の放送機材運用・維持管理に係る職員の役割が

見直される。

【理由】成果指標に職員の役割の明確化等が設定されて

いたが、活動へ記載がなかったため追加した。

成果 3
の活動

Activity 3-5：Programmes to raise 
awareness about social issues and 
introduce necessary information 
for living are produced by the staff 
of SSTVR who are in charge of 
programme production.（国民の啓

発を目的とした番組や生活に必

要な情報番組などが SSTVR 職

員により制作される）

活動 3-5：Programmes to raise awareness about social issues 
and introduce necessary information for living are produced by 
the staff of SSTVR who are in charge of programme production
（Formulation of dedicated production team）.
国民の啓発を目的とした番組や生活に必要な情報番組

などが SSTVR 職員により制作される（番組専従班の設

置）。

【理由】番組専従班の設置を追加した。

活動 3-6：Training of trainers on programme production are 
conducted.
番組制作のトレーナー育成研修が実施される。

【理由】番組制作部門の中核人材をトレーナーとして育

成することを目的とした活動を追加した。

成果 4
の活動

活動 4-7：Training of trainers on news reporting are conducted.
報道のトレーナー育成研修が実施される。

【理由】報道部門の中核人材をトレーナーとして育成す

ることを目的とした活動を追加した。
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（4）外部要因と前提条件の改訂

Version 3.2
（2015 年 2 月改訂）

Version 4
（2015 年 10 月改訂）

プロジェク

ト目標→　

上位目標へ

の外部条件

・ 南スーダン TV・ラジオを公

共放送局化するという政策が

維持される。

・ メディア法が履行される。

【理由】メディア関連法案が可決されたことから改訂し

た。

・ 政府関係者が、南スーダン TV・ラジオの放送内容に

干渉を強めない。

【理由】「放送内容」に係る外部条件であり、成果達成

の際（職員の能力強化）よりも、上位目標達成の際に

留意する必要があるものとして、整理した。

活動→

成果への外

部条件

・ 政府関係者が、南スーダン

TV・ラジオの放送内容に干

渉を強めない。

上記、プロジェクト目標から上位目標に係る外部要因

として整理した。

・ 各部門（機材管理・番組制

作・報道）の主要スタッフが

南スーダン TV・ラジオに引

き続き在籍する。

【削除】

【理由】成果からプロジェクト目標にかけて設定されて

いる外部要因の内容「南スーダン TV・ラジオの職員の

うちプロジェクト期間内に研修を受けた職員が、南スー

ダン TV・ラジオに在籍している」と重複しているため。

・ 南スーダンの治安状況が回

復・安定し、日本人専門家の

再配置が可能である。

前提条件として整理した。

前提条件 ・ 南スーダンの治安状況が回復・安定し、日本人専門

家の配置が可能である。
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第７章　提言と教訓

７－１　提　言

本プロジェクトの効果を高め、プロジェクト期間終了後の持続性を強化するために、合同評価

調査団は以下の活動が行われることを提言する。

（1）短期ロードマップの実施、及び中長期ロードマップの共有

公共放送局の経営委員が任命されたあと、WG1 が主体となり「南スーダン TV・ラジオの

公共放送局化に向けた短期ロードマップ」を実施するとともに、セミナー等を通じ、新たに

構築される公共放送局内部と外部のステークホルダーに対し、「国民に信頼される公共放送

局化に向けた中長期ロードマップ」を共有していくことが望まれる。

（2）SSTVR が公共放送局として機能するための施設機材の供与

SSTVR の放送機材の不足と老朽化は、本プロジェクト開始時に実施されたベースライン

調査で指摘されているが、プロジェクトによる機材供与は、2013 年 12 月に発生した武力紛

争の影響により遅延している。プロジェクト目標が充分に達成されるためには、必要な機材

等の速やかな供与が求められる。

（3）WG やスペシャル番組専従班の活性化

各 WG のメンバーは、JICA 専門家が現地派遣されていない期間も、本プロジェクトによ

り開発された成果品、及び、研修で習得したスキルと知識を活用し、主体的に活動の実施と

進捗のモニタリングを行うことが望まれる。また、会議をより頻繁に開催し、チームワーク

により日常業務の課題と解決策をメンバー同士で議論する場を活用していくことが望まれ

る。

（4）ケニア放送公社（KBC）とウガンダ放送公社（UBC）との技術協力の継続

南スーダンの C/P の公共放送への視野を広げるうえで、KBC 及び UBC からの協力により

実施された研修プログラムの有効性が確認された。したがって、SSTVR は KBC と UBC と

の技術協力と情報共有を継続し、SSTVR が公共放送化するうえでのロールモデルとして活

用することが望まれる。

７－２　教　訓

本調査団は中間レビュー調査での一連のデータ収集やインタビュー、協議、分析作業を経て、

以下教訓を導き出した。

（1）オーナーシップを向上するうえで有効な手法

本プロジェクトで取り入れた、以下の手法は、C/P のプロジェクトに対するオーナーシッ

プを向上するうえで、その有効性が証明された。

・　 プロジェクトの初期段階からの会議の定例化（例：技術部門の朝ミーティング）

・　 隣国ケニア及びウガンダの公共放送局化の経験からの学び
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（2）紛争影響を受けている C/P への第三国研修の提供の有効性

紛争の影響を受けている SSTVR の C/P にとって、第三国研修は、安全な環境で集中して

技能を向上させることができる機会となり、本プロジェクトによる技術移転の継続はより価

値あるものとして、その意義が認識されている。
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第８章　団長所感

2013 年 12 月の武力紛争勃発以降、南スーダンのメディア環境は著しく悪化している。翌 2014
年 8 月にキリスト教系 FM ラジオ局「バキータ」が「反政府勢力に資する放送を続けている」と

して閉鎖されたのを皮切りに、2015 年 1 月には、少なくとも 5 名のジャーナリストが報道内容

の報復として射殺され、同年 2 月には英字紙「National Mirror」が「政府を批判する記事を掲載

した」と糾弾されて治安部隊の襲撃を受けた。

和平合意の受け入れをめぐり、キール大統領に対する国際社会の圧力が強まった 2015 年 8 月

には、伝統ある英字紙「Citizen」のほか、ラジオ番組制作会社やアラビア語日刊紙が相次いで活

動停止に追い込まれている。

2011 年 7 月、ジャーナリストに対する不当逮捕が常態化していた北スーダンの軛（くびき）

から解放された新生国家では、着任したばかりのベンジャミン情報・放送大臣（当時）が「南スー

ダンでは完全な表現の自由を認める。現在、メディア管理を担当している情報・放送省自体、将

来的には解体するつもりだ」と語っていた。4 年後の 2015 年 8 月、ベンジャミン大臣が側近と

して支える大統領が、国家を批判するジャーナリストに対し、殺害さえも示唆しながら脅迫する

ような国家になろうとは予想だにしなかったに違いない。

部族間対立を端緒とする大統領派と元・副大統領派の武力紛争は、20 カ月の間に数万人の犠

牲者、約 220 万人の難民・国内避難民を出し、数百万人を飢餓状態に陥れた（国連ミッション）。

米国が経済制裁までちらつかせて署名させた 8 度目の和平合意（2015 年 8 月）は、①首都の非

武装化、② National Unity による暫定政府、③両勢力の権力分配などを定めているが、キール大

統領が同年 10 月に突然、国内 10 州を 28 州に分割する大統領令を発出。反大統領派が知事ポス

トを握ることが予想されていた北部への影響力拡大をめざしたことから、紛争再燃も懸念される

事態となっている。

こうした状況下、SSTVR の公共放送局化プロセスも遅延を余儀なくされているが、2014 年 9
月にはメディア関連 3 法が発効。現在、国会において、SSTVR が改組されて発足する SSBC の

経営委員会選出プロセスが進んでいる。戦時下であったことを思えば、むしろプロセスが進んだ

こと自体が驚異的というべきかもしれない。

委員候補については、ジュバのジャーナリスト支援団体「南スーダン・メディア開発協会

（AMDISS）」の意見を取り入れるなど、「中立的な有識者」中心の人選が行われているが、9 名の

委員候補のうち、治安当局者が 1 名含まれており、国際社会や関連市民団体から批判が出ている。

これに対し、経営委員長候補のジュバ大学教授ウィリアム・ヘイザル氏は「治安当局から圧力が

かかった場合、文民では対応できないが、経営委員会のなかに治安当局者を入れておけば、かえっ

て対応が容易になる」との見解を示している。民主的制度構築という視点からみれば、容認し難

い人選ではあるが、紛争状態からの移行期にある同国の特殊事情にかんがみれば、最低限組織を

動かすための現実的な妥協案とも解釈できる。

同様に、プロジェクトが実施する番組制作・報道支援でも、移行期対応が必要かもしれない。

メディア民主化支援では本来、「権力監視」機能向上を実現するための能力開発を想定している

が、戦時下に近い状況が継続するなか、当面は公共放送局のもうひとつの存在理由である「公共

サービス」提供機能に重点をシフトし、視聴者ニーズに合致した番組（農業振興や教育、医療分

野など）制作を通じて実践的訓練を重ね、メディアとしての「基礎体力」増進を図ることが得策
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だといえよう。幸い、本邦研修や第三国研修を通じ、SSTVR スタッフの意識は高い。今回の調

査でも、多くのスタッフの間に、プロフェッショナリズムが醸成され、少しずつ浸透しつつある

ことが確認されている。延長を含む残余期間中に組織内の訓練を通じ、権力に対峙する報道姿勢

を定着させ、番組制作能力を向上させておけば、政治状況が好転したとき、国内の他メディアに

規範を示し得る公共放送局として存在感を示すことができるだろう。

今回の中間評価チームが到着する直前の 9 月中旬、治安当局が SSTVR の編集者に対し、反政

府勢力の主張を収録したテープの提出を要求。同編集者がこれを拒否して逮捕される事態となっ

た。困難な状況が続くなかでさえ、SSTVR のジャーナリストたちの間には、着実にプロフェッショ

ナリズムが根づきつつあることを感じさせる事件だった。
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Project Design Matrix 

案件名：南スーダン共和国南スーダン TV・ラジオ組織能力強化プロジェクト                                                                                              

実施機関：情報・放送省 Ministry of Information and Broadcasting：MOIB)、南スーダン TV・ラジオ（South Sudan TV and Radio：SSTVR)、JICA 専門家チーム 

実施期間：4 年(2012 年 12 月～2016 年 11 月） 

対象地域：ジュバ、マラカル、ワウ等 対象グループ：MOIB 職員、SSTVR 職員 

更新日時： 2015 年 10 月 12 日 (Ver. 4)  

プロジェクト要約 指 標 指標データ入手手段 外部条件 

上位目標： 

南スーダン TV・ラジオによって、正確・公平・中立な情報が国

民に届けられる。 

1) テレビ及びラジオの放送時間が増加する。（ベ

ースライン 2012 年時点：ラジオ 1日当たり 9

時間、テレビ 1日当たり 12 時間 

2) 放送カバレッジエリアが増加する。（ベースラ

イン XXX 年時点： XX％） 

3) SSTVR により制作された番組数が増加する。 

4) SSTVR により制作された番組の種類が増加す

る。（ベースライン 2015 年時点: XXX） 

1) 放送記録 

2) 放送カバレッジエリアの技術データ 

3) SSTV 及び SSR の週間編成表  

4) SSTV 及び SSR の週間編成表 

  

プロジェクト目標： 

南スーダン TV・ラジオにおいて、正確・公平な情報を国民に届

けるメディアに必要とされる人材が育成される。 

1) 「公共放送局化に向けた短期ロードマップ」が

履行される。 

2) 「南スーダン TV・ラジオが国民に信頼される

公共放送局化となるための中長期ロードマッ

プ」のセミナーシリーズが開催される。（目標

値：プロジェクト終了までに計 XX 回） 

3) 南スーダン TV・ラジオにおいて、放送機材運

用・維持管理マニュアルに従って、放送機材運

用・維持管理が行われる。 

4) 研修を受けた職員により制作された番組数（目

標値：プロジェクト終了までに 15 番組） 

5) 記者ハンドブックが職員へ配布された数（目標

値：最少 50 冊） 

6) 本プロジェクトにより倫理規範に関する報道

研修を受けた職員数（目標値：150 人） 

7) 南スーダン TV・ラジオ職員による放送内容が、

プロジェクト開始時と比して改善される。 

1) プロジェクト報告書 

2) セミナー開催記録 

3) 放送機材運用・維持管理記録 

4) プロジェクト報告書 

5) 記者ハンドブックの配布記録 

6) 倫理規範に関する研修の参加者名簿 

7) SSTVR の放送内容に関するメディア

専門家の意見 

・メディア法が履

行される。 

 

・政府関係者が、

南スーダン TV・ラ

ジオの放送内容に

干渉を強めない。 

成果 1： 南スーダン TV・ラジオにおいて、公共放送局化に向

けた組織運営上の課題が明確化され、同課題解決のための対処

方針及び組織ビジョンがまとめられる。 

1) 南スーダン TV・ラジオの公共放送局化に向け

た短期ロードマップが完成する。 

2) 南スーダン TV・ラジオが国民に信頼される公

共放送局化となるための中長期ロードマップ

1) 南スーダン TV・ラジオの公共放送局

化に向けた短期ロードマップ 

2) 南スーダン TV・ラジオが国民に信頼

される公共放送局化となるための中

・南スーダン TV・

ラジオを公共放送

局化するという政

策が維持される。 
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（予算計画含む）が完成する。 長期ロードマップ  

・南スーダン TV・

ラジオの職員のう

ちプロジェクト期

間内に研修を受け

た職員が、南スー

ダン TV・ラジオに

在籍している。 

成果 2： 南スーダン TV・ラジオにおいて、職員の放送機材運

用・維持管理に係る能力が向上する。 

1) 現状の放送機材運用・維持管理に係る職員の役

割が明確化される。 

2) OJT 成果確認チェックリストによる記録が日

常的に実施され、必要に応じて新しいチェック

項目が追加される。 

3) 放送機材の維持管理計画が作成され、運用され

ている。 

4) 放送機材の維持管理状況について記録簿が作

成され、経常的に更新されている。 

5) 作成された放送機材運用・維持管理マニュアル

が配布される。 

1) WG2 によるプロジェクト報告書 

2) OJT 成果確認チェックリスト 

3) 放送機材運用・維持管理マニュアル 

4) 放送機材維持管理状況の記録簿 

5) 放送機材運用・維持管理マニュアルの

配布記録 

成果 3： 南スーダン TV・ラジオにおいて、番組制作を担当す

る職員の番組制作能力が向上する。 

1) 番組専従班が機能する。 

2) OJT 成果確認チェックリストによる記録が日

常的に実施され、必要に応じて新しいチェック

項目が追加される。 

3) 番組制作マニュアルが完成する。 

1) プロジェクト報告書 

2) OJT 成果確認チェックリスト 

3) 番組制作ガイドライン 

成果 4： 南スーダン TV・ラジオにおいて、報道担当者のプロ

フェッショナリズム（正確・公正な報道）に関する意識が向上

する。 

1) 報道担当者向け倫理規範が完成する。 

2) 記者ハンドブックが完成する。 

1) 報道担当者向け倫理規範 

2) 記者ハンドブック 

活動 1-1：南スーダンのメディアの現状を把握するとともに、

南スーダン TV・ラジオ及びその聴衆・視聴者に係るベースライ

ンデータが収集・分析される。 

投入： 

＜日本側投入＞ 

 

1. 日本人専門家 

(1) 総括/放送局運営/民主化 

(2) 副総括/放送局運営 

(3) 機材管理 

(4) 番組制作 1. 2. 3. 

(5) 報道 1. 2. 3. 4. 

(6) 業務調整/民主化 1. 2. 3. 4. 

 

2. 本邦研修、第三国研修  

 

3. 機材供与 

 

＜南スーダン側投入＞ 

 

1.  カウンターパート 

(1) 情報・放送省（Ministry of 

Information and Broadcasting/MOIB）

プロジェクトカウンターパート 

(2) 南スーダン TV・ラジオ（SSTV/SSR）

職員 

 

2. 施設と機材 

(1) 南スーダン TV・ラジオ（SSTV/SSR）

の施設と機材 

 

3. ローカルコスト 

 

活動 1-2：各国の公共放送局に関する情報が提供される。 

活動 1-3：公共放送局化に向けた課題（持続的な経営を可能と

する予算措置を含む）が抽出される。 

活動 1-4：公共放送局化するための課題への対処方針が作成さ

れる。 

活動 1-5：南スーダン TV・ラジオの公共放送局化に向けた短期

ロードマップが、経営委員会（委員が任命されしだい）との協

議を通し作成される。 

活動 1-6：メディア法案に基づき、国民に信頼される公共放送

局化に向けた中長期ロードマップが作成される。 

活動 1-7：「国民に信頼される公共放送局化に向けた中長期ロ

ードマップ」に関するセミナーが実施される。  
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活動 1-8：南スーダンのメディアの現状、及び、聴衆・視聴者

に係るエンドライン調査が実施される。    

活動 2-1：放送機材の運用及び維持管理に係る課題が分析され

る。    

活動 2-2：南スーダン TV・ラジオの機材担当部門に対し、放送

機材の運用及び維持管理に係る OJT が実施される。    

活動 2-3：OJT の結果を踏まえ、放送機材の運用及び維持管理

に係るマニュアルが作成される。    

活動 2-4：SSTVR の放送機材運用・維持管理に係る職員の役割

が見直される。    
【前提条件】 

・南スーダンの治

安状況が回復・安

定し、日本人専門

家の配置が可能で

ある。 

活動 3-1：番組制作に係る課題が分析される。 

活動 3-2：南スーダン TV・ラジオの番組制作部門に対し、番組

制作の基礎研修及び OJT が実施される。   

活動 3-3：OJT の結果を踏まえ、番組制作ガイドラインが作成

される。   

活動 3-4：国民の啓発を目的とした番組や生活に必要な情報番

組などの制作方法が、番組制作担当職員に対し指導される。    

活動 3-5：国民の啓発を目的とした番組や生活に必要な情報番

組などが SSTVR 職員により制作される（番組専従班の設置）。    

活動 3-6：番組制作のトレーナー育成研修が実施される。 

活動 4-1：報道に係る現状と課題が分析される。 

活動 4-2：南スーダン TV・ラジオの報道担当部門に対する OJT

が実施される。    

活動 4-3：OJT の内容を踏まえ、報道担当者向けの倫理規範が

作成される。    

活動 4-4：独自報道の実施方法が、報道担当者に対し指導され

る。    

活動 4-5：報道担当者により、独自報道が実施される。 

活動 4-6：OJT の結果を踏まえ、記者ハンドブックが作成され

る。    

活動 4-7：報道のトレーナー育成研修が実施される。 
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評価グリッド（調査結果） 

評価 

項目 

評価設問 
必要なデータ 調査結果 

大項目 小項目 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績 

上位目標

の達成見

込み 

上位目標はプロジェク

ト期間終了から約 3 年

後に達成される見込み

があるか。 

「南スーダン TV・ラジ

オによって、正確・公

平・中立な情報が国民

に届けられる」 

指標①南スーダン TV・ラジオの視

聴者の増加 

・視聴者数の変化に係るデータは特に把握されていない。【関連情報】第 1年次に実施した、3 都市［ジュバ、マラカル、ワウ（Juba、

Malakal、Wau）］を対象とした、SSTVR の視聴者数調査の記録（ベースライン調査, サンプル数 762 人）によると、地域別ラジオ

局人気順では、UNMISS 支援の Radio Miraya, BBC World やコミュニティラジオが人気を独占しており、SSR は電波状態が悪いまた

は届かないという要因も重なり、どの地方でも上位に入ることができていない。SSTV に関しては、ローカル TV 局が少ないことも

あってか、全体的に SSTV を選ぶ視聴者が多い（Juba62.2％, Marakal91.4％, Wau41.1％)。（2013.3-6） 

指標②南スーダン TV・ラジオの放

送内容の信頼性に対する視聴者の

認識の変化 

・視聴者の認識の変化に関するデータは特に把握されていない。【関連情報】第 1 年次に実施した、Juba、Malakal、Wau の 3都市

を対象とした、視聴者対象の聞き取り調査（ベースライン調査, 2013.3-6）によると、SSTV を視聴しない理由の多くは、「番組内

容が興味深くない」「電波が届かない、または電波状態が悪い」が挙げられている。 

プロジェ

クト目標

の達成見

込み 

プロジェクト目標はプ

ロジェクト期間終了ま

でに達成される見込み

があるか。 

「南スーダン TV・ラジ

オにおいて、正確・公

平な情報を国民に届け

るメディアに必要とさ

れる人材が育成され

る」 

指標①南スーダン TV・ラジオにお

いて、放送機材運用・維持管理マニ

ュアルに従って、放送機材運用・維

持管理が行われる。 

・これまでに作成済みの①「機器運用マニュアル［Rules on Operation of Broadcasting Equipment in SSTVR (ROE) Ver. 6］」

と ②「機材管理マニュアル［Rules on Maintenance of Broadcasting Equipment in SSTVR (RME) Ver. 6］」に従い、第 1-2 年次

に作成した「放送機材リスト」を活用し、第 3年次では、維持管理状況の記録の定着を図っている。 

指標②南スーダン TV・ラジオにお

いて、番組制作ガイドラインが作成

され、遵守される。 

・第 1年次、「番組制作ガイドライン（暫定版）(Programme Guidelines for SSTV/R Broadcasts. Drafted February 24, 2014)」

が作成された。第 3 年次に最終化予定。ガイドラインに含まれるコンポーネントは、番組制作 OJT の際に導入されている。同ガイ

ドラインの理念に基づき、第 2年次には計 4本のテレビ番組、計 2 本のラジオ番組が研修中に制作され、放送された。第 3年次に

は、スペシャル番組専従班を形成しており、南スーダンの国の発展のための番組づくりへの取り組みを開始した。 

指標③南スーダン TV・ラジオ職員

が倫理規範及び記者ハンドブック

の内容を理解し、これを利用した報

道を行う。 

・第 1年次に作成された「放送倫理規範（暫定版）［Final Draft - South Sudan Television & Radio (SSTVR) Journalists’ Code 

of Ethics］」の最終草案は、第 3 年次以降、完成予定。 

・「記者ハンドブック」については、WG4 により作成が進められており、第 3年次中に完成予定。また、第 3年次以降、同コンポ

ーネントを踏まえ、南スーダン国内での OJT（番組専従班の活動含む）を通し、独自報道に取り組む予定。 

・第 1-2 年次に実施した本邦研修、第三国研修へ参加した SSTVR 職員は、記者ハンドブック及び倫理規範に盛り込まれるコンポー

ネントに関する基礎知識を学んだ。 

指標④南スーダン TV・ラジオ職員

による放送内容が、プロジェクト開

始時と比して改善される。 

・本邦研修、及び、第三国研修中に、SSTVR 職員により制作された番組は放送された。その質の高さは、SSTVR 職員、専門家が認

識している。JICA 専門家によると、外部のメディア関係者からも本プロジェクト以前より、内容が改善したとコメントがあったと

いう。他方、Radio Miraya 及び AMDISS によると、SSTVR の放送内容はまだ現政権のプロパガンダや音楽番組が多すぎる印象があ

り、その放送内容に大きな変化はみられず、政府による発表内容を確認するためのチャンネルであるということだった。SSTVR に

対しては、全国各地からのニュース取材等を期待しているというコメントがあった。（Radio Miraya 聞き取り、2015 年 10 月 5 日。

AMDISS 聞き取り、2015 年 10 月 8 日） 

各成果の

達成状況 

成果 1「南スーダン TV・

ラジオにおいて、公共

放送局化に向けた組織

運営上の課題が明確化

され、同課題解決のた

めの対処方針及び組織

ビジョンがまとめられ

る」は達成されている

か。 

指標①公共放送局化に向けた課題、

同課題に対する対処方針、及び組織

ビジョンが南スーダン TV・ラジオ

及び情報・放送省のなかで共有され

る。 

・2014 年 2月のケニア研修において、SSTVR 及び MOIB 幹部 8名(WG1 メンバー）を対象に、JICA 専門家、KBC 専門家及び公共放送

局化を専門とする外部コンサルタントとの議論を通し、SSTVR が抱える課題を抽出し、「SSTVR の公共放送局化に向けた課題に対

する対処方針(暫定版)」［その後、「短期ロードマップ」（指標 1.2）に吸収］を作成し、共通認識を深めた。「組織ビジョン」

については「中長期ロードマップ」（指標 1.3）に盛り込まれる予定。 

指標②南スーダン TV・ラジオの公

共放送局化に向けた短期ロードマ

ップが作成され、新組織の経営層に

参照される。 

・第三国研修中、「公共放送化に向けた短期ロードマップ」の初案が作成された（2014.6）。ウガンダでの幹部研修中に改定作業

を行い、「公共放送局化に向けた短期ロードマップ（改訂版）」が作成された（2014.9）。組織体制づくりを中心に、人事、財務

についても問題点が洗い出されるとともに、具体的な過程とスケジュールの目安が記載された実用的なものとなった。第 3年次中

に、最終化予定。 

指標③南スーダン TV・ラジオが国

民に信頼される公共放送局となる

・2014 年 9月にメディア関連法案が可決したことを受け、第 2年次には、上記短期ロードマップ作成作業と同時並行で、「国民に

信頼される公共放送局となるための中・長期ロードマップ」の検討準備を第三国研修中に進めた。視聴者の信頼を得られる放送局
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ための中長期ロードマップ(予算計

画含む）が作成される。 

となることを目標に、放送網の拡大、健全な運営のための財政計画の策定、公正・公平で質の高い放送の実現など、公共放送局化

後 5～10 年の行動計画が盛り込まれる予定。第 3 年次には、組織マネジメント（財政、人事含む）の現地または周辺国からの専門

家を招き、セミナーや意見交換を行う予定。公共放送局化専門家（外部コンサルタント）や国際機関、現地ジャーナリスト団体等

の意見を取りまとめ、包括的かつ具体的な中長期ロードマップの作成をめざしている。経営委員会の発足は未定であるが、同ロー

ドマップの内容について協議を重ね、第 4年次（2016 年 10-11 月）に完成する予定。 

成果 2「南スーダン TV・

ラジオにおいて、職員

の放送機材運用・維持

管理に係る能力が向上

する」は達成されてい

るか。 

指標①現状の放送機材運用・維持管

理に係る職員体制及びそれぞれの

役割が明確化される。 

・第 3年次、放送機材運用・維持管理に係る要員計画については、現在の要員状況の明確化を進めている。 

指標②SSTVR が目標とする放送機

材運用・維持管理に係る要員計画が

具体化される。 

・第 3年次、成果 1 の「SSTVR の全体組織検討」の進み具合も考慮しつつ、WG2 ミーティングではどのような部内組織にするべき

か検討中。 

指標③目標とする要員計画に基づ

き、適切な要員配置が実施される。

・同上（2.1） 

指標④OJT 成果確認チェックリス

トによる記録が日常的に実施され、

必要に応じて新しいチェック項目

が追加される。 

・本調査時点までに作成したチェックリスト、リポートの様式は以下のとおり。随時、様式の改善、追加を進めている。①SSR Daily 

Broadcasting Report(ラジオ放送実施報告書)、②SSR (GUMBA) Daily Broadcasting Report(ラジオ放送所放送実施報告書)、③SSTV 

Daily Broadcasting Report（テレビ放送実施報告書）、④Check List for Technical Morning Meeting（朝ミーティングチェッ

クリスト）、⑤Record of the Material Tape（収録報告書）、⑥Irregularities Report（放送事故報告書）、⑦Equipment Trouble 

Record Sheet（機材障害報告書）、⑧Report on Scrap Equipment（旧機器処理票） 

指標⑤放送機材の維持管理計画が

作成され、運用されている。 

・①「機器運用マニュアル［Rules on Operation of Broadcasting Equipment in SSTVR (ROE) Ver.6］」と②「機材管理マニュア

ル［Rules on Maintenance of Broadcasting Equipment in SSTVR (RME) Ver.6］」の中で、点検周期や検査内容等を規定し、導

入が開始されている。 

指標⑥放送機材の維持管理状況に

ついて記録簿が作成され、経常的に

更新されている。 

・第 1-2 年次に「放送機材リスト」を作成し、第 3 年次では、同リストを活用して維持管理状況を記録するよう JICA 専門家が指

導中 

指標⑦放送機材運用・維持管理マニ

ュアルが作成される。 

・合計 6 つのマニュアルが作成された。①「機材運用マニュアル［Rules on Operation of Broadcasting Equipment in SSTVR (ROE) 

Ver.6（April 2013）］」、②「機材保守マニュアル［Rules on Maintenance of Broadcasting Equipment in SSTVR (RME) Ver. 6(April 

2013)］、③「音声放送機マニュアル［Operation Manual for SSR Gumba Station Ver. 2（Feb.2015）］」、④「ENG カメラマニュア

ル［Operation Manual for ENG Camera Ver. 3（Feb.2015）］、⑤「音声調整卓マニュアル［Operation Manual for Audio Mixer Ver. 

2（Feb.2015）］」、⑥「VTR マニュアル［Operation Manual for VTR Ver. 2（Feb.2015）］」 

成果 3「南スーダン TV・

ラジオにおいて、番組

制作を担当する職員の

番組制作能力が向上す

る」は達成されている

か。 

指標①現状の番組制作に係る職員

体制及びそれぞれの役割が明確化

される。 

・進捗に関する情報は特に把握されていない。関連情報は指標 3-2 のとおり。 

指標②SSTVR が目標とする番組制

作に係る要員計画が具体化される。

・第 3 年次、テレビ局長及び番組制作部の部長、ラジオ局長による任命の下、スペシャル番組班（テレビ部門：13 名とラジオ部門：

6 名）が設置された。JICA が支援している農業省による農業振興マスタープランと連携し、平和構築への取り組みを複数の特別番

組として取り上げ、随時放送していく予定。 

指標③目標とする要員計画に基づ

き、適切な要員配置が実施される。

・番組制作部門の組織改編は行われていない。 

指標④OJT 成果確認チェックリス

トによる記録が日常的に実施され、

必要に応じて新しいチェック項目

が追加される。 

・第 3年次、OJT 成果チェックリストが作成され、番組専従班の定例会議の定着化を図り、同様式を用いた記録を開始した。 
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指標⑤番組制作ガイドラインが作

成され、運用される。 

・第 1年次、「番組制作ガイドライン（暫定版）（Programme Guidelines for SSTV/R Broadcasts. Drafted February 24, 2014)」

が作成された。第 2 年次には JICA 専門家による南スーダンでの活動ができなかったため、第 3年次に完成版を作成予定。ガイド

ラインに含まれるコンポーネントは、番組制作 OJT を通じ、導入されている。 

成果 4「南スーダン TV・

ラジオにおいて、報道

担当者のプロフェッシ

ョナリズム（正確・公

正な報道）に関する意

識が向上する」は達成

されているか。 

指標①現状の報道に係る職員体制

及びそれぞれの役割が明確化され

る。 

・第 3年次、WG4 は現行組織図と報道組織・フローの改善案を作成・検討予定。 

指標②SSTVR が目標とする報道に

係る要員計画が具体化される。 

・報道部門の組織改編と職員の要員計画は策定されていない。 

指標③目標とする要員計画に基づ

き、適切な要員配置が実施される。

・報道部門の組織改編は行われていない。 

指標④報道担当者向け倫理規範が

作成される。 

・第 1年次、「報道倫理規範（暫定版）［Final Draft - South Sudan Television & Radio (SSTVR) Journalists’ Code of Ethics］」

の最終草案が完成し、局幹部へ提出された（2013.8, 2013.11）。WG4 メンバーからは「国営放送である限り政府の管轄下にあり、

完全な独立性は規定できない」という意見が大半を占め、当初の「報道の独立は基本的な価値であり、それを損なう検閲などいか

なる試みにも抵抗する」との文言は「公共に奉仕する国営放送として独立性は基本的な価値だが、政府の方針に沿う形で実施に移

される」との表現に替えられた。第 3年次以降、完成予定。 

指標⑤記者ハンドブックが作成さ

れる。 

・第 2 年次、研修に参加した報道職員はハンドブックに盛り込むべき報道倫理の問題や中立性、公平性、独立性、また危機対応で

の取材のあり方等を学び、各研修の講義で取り上げたこれら課題について議論した。第 3年次、WG4 の実質的作業を担うメンバー

を新たに配置し、記者ハンドブック（英・アラビア語）作成作業を開始。第 4年次中に完成させる予定。 

指標⑥独自の視点に基づく報道へ

の意識が高まる。 

・第 1 年次、第 2 年次と第三国研修、本邦研修中、SSTVR 及び MOIB 職員は多様な報道と独自の視点に基づく報道に結びつけるため

取材源の多様化、社会ニュースの重要性や NHK インターナショナルでの事例を学んだ。第 3年次以降、現地での OJT により実際の

取材や提案を通じて独自の視点に基づく報道のノウハウを抽出し、意識の向上を図る予定。 

投入実績 日本側投入 専門家の配置 ・投入計画（合計 87.30 人月）に基づき、これまで 15 名が各分野（総括、副総括、業務調整の他、成果 1に係る放送局運営、民

主化、成果 2に係る機材管理、成果 3に係る番組制作、成果 4に係る報道）に配置された。2015 年 9 月末時点の投入実績は合計

63.48 人月。2014 年 2 月～2015 年 1 月までは専門家の南スーダンへの渡航が制限されたため、派遣先は第三国（ケニア、ウガンダ）

に限られる結果となった。 

現地スタッフの雇用 ・2 名の事務スタッフが、専門家が現地不在期間も C/P との連絡調整を行っている。 

現地業務費支出（現地研修等の開催

と実施、機材供与、施設整備） 

・研修に必要な資機材、現地傭人費、C/P の第三国研修派遣時の旅費、会場費など。2015 年 9月末時点での現地業務費は計 7,655

万 7,000 円（第 3 年次予定含む）。供与機材費（携行機材費含）支出実績は 2,786 万 5,854 円（2015 年 9月末調達分まで）。 

本邦研修、第三国研修の実施 ・本邦研修はこれまで 4 回実施され（第 1年次 2 回、第 2年次 2 回）、27 名が派遣されている。このほか、集団研修 2 コースにも

第 1 年次に SSTVR から技術職員計 3 名が派遣されている。 

・第三国研修は、幹部研修が計 4 回、各分野別に機材管理 6回、番組制作 5回、報道 5 回が実施された。特に第 1 年次の第 4四半

期、及び第 2 年次は、南スーダンでの専門家による活動が不可能であったことから、第三国（ケニア、ウガンダ）に中核的な SSTVR

職員を招へいする形で、計画された活動を継続し、実施した。 

情報・放送省、南スー

ダン TV・ラジオ側投入 

カウンターパート（C/P）等の配置 ・MOIB は延べ 3名を C/P として配置しており、JCC メンバー（プロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネジャー）、WG1 メ

ンバーとして活動に参加している。 

・SSTVR から JCC メンバーとして延べ 7 名が配置され、WG1 に延べ 17 名、WG2 に延べ 16 名、WG3 に 20 名、WG4 に 19 名が配置され

ている。何名かは複数の WG を兼務しており、SSTVR は、これまで延べ 64 名を C/P として配置した。WG3、WG4 については第 2年次

中、実質的な活動が不可能であったことから、第 3 年次に改めてグループ形成することとなった。 

ローカルコスト負担 ・ローンチングセミナー、アクションプランシンポジウムなどのイベントへの参加時の情報・放送省側参加者の移動手段を提供 

施設などの提供 ・SSTVR 敷地内に、会議室併設のプロジェクト事務所建設の土地を提供 
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実
施
プ
ロ
セ
ス 

実施プロ

セスの適

性度 

活動は計画どおり実施

されているか＜詳細は

「実績表案」参照＞ 

計画（PO)と実際の実施状況の比較、

PDMオリジナル版からPDM改訂版へ

の変更の適切性（理由、内容、変更

による影響）、変更手続きの適切性

・第 1年次の 2013 年 12 月に南スーダン国内の治安の悪化から、専門家の現地派遣が不可能となったことから、南スーダン国内で

の実施を想定していた OJT 活動及び機材調達プロセスが中断されるなど、影響がでたが、当初から計画されていた第三国研修（ケ

ニア）を拡大して、C/P を招へいし、研修を実施することで、中核人材の能力強化は実施された。その後、1年以上にわたって、

現地派遣が再開されるまで、ケニア、ウガンダ、ドバイにおける第三国研修、本邦研修を活用し、第 2年次に計画された活動はお

おむね PO どおり実施された。 

活動におけるJICA専門

家の活動、技術移転の

適切度 

C/P 側の能力向上状況と JICA 専門

家のかかわり 

・各成果に対し、専門家が配置され、研修などを通じ、理論だけでなく実践を伴う、有効な技術移転がなされている。また、各成

果において、WG メンバーの参加の下、ガイドラインやマニュアルなどの作成に取り組んでいることから、技術の定着を担保する適

切な技術移転がなされているといえる。 

実施機関、C/P のプロジ

ェクトへの関与度合い 

プロジェクトの実施における C/P

や関連機関の関与の度合い 

・WG2 はメンバーのコミットメントも高く、プロジェクトへのオーナーシップが高い。他方、WG1 メンバーは幹部レベルの職員が

中心で、普段頻繁に集まる機会が少ない。WG3、WG4 は第 2 年次中に現地での WG が中心となる活動ができなかったことから、第 3

年次に仕切り直し、一部新メンバーによる活動が再開した。専門家の南スーダンへの派遣が中断された期間は、選抜された C/P の

みが第三国研修、本邦研修に参加でき、中核人材のプロジェクトへの関与度合いは増した。 

プロジェ

クトマネ

ジメント 

モニタリングシステム

の有無とその機能 

プロジェクト活動のモニタリング

計画と現状 

・これまで JCC を 5 回開催し活動進捗と年間計画の確認、実情に応じた PDM の改訂作業と承認を適時適切に行っている。また、成

果 2 及び成果 3では、OJT 成果を確認する各種チェックリストの導入を図り、モニタリングに活用している。 

活動におけるJICA専門

家及び関係者と南スー

ダン TV・ラジオ側 C/P

との関係性 

JICA 専門家と南スーダン TV・ラジ

オ側 C/P のコミュニケーションの

頻度、状況（JCC、WG、その他会議

など） 

・JCC に加え、各成果の課題に対応した WG が設置され、専門家の現地派遣中には集中的に会合が開催されており、活動における

JICA 専門家と C/P との関係性は良好である。 

プロジェクトの管理に

おける意思決定状況 

プロジェクトの意思決定に係る情

報・放送省、南スーダン TV・ラジ

オと日本側による会合等（JCC、WG

等）の実施状況 

・これまで JCC を 4 回開催し活動進捗と、年次ごとの計画の確認、実情に応じた PDM の改訂作業と承認を適時適切に行っている。 

他組織、機関との協力

関係 

プロジェクト活動における、その他

機関や組織との調整、協力状況 

・プロジェクトが開催するセミナーに、関連援助機関を招待するなど、プロジェクトに関する情報発信とともに公共放送化に向け

た取り組みへの理解及び協力の促進に努めている。 

その他 プロジェクト活動にお

ける阻害要因、対象地

の特殊性等 

プロジェクトの運営にかかわる、予

想外の状況の発生など外部要因の

有無（治安状況、情報・放送省政策、

メディア関連法の動向） 

・2013 年 12 月の武力紛争の勃発に伴い、JICA 専門家の現地渡航は中断され、第 1 年次から第 2 年次にかけての 1 年半にわたり、

活動は C/P を安全な地域（本邦、隣国ケニアなど）に招へいして研修を行う形式に限られることとなった。 

・専門家不在中の現地スタッフとのコミュニケーションはおおむねスムーズであるものの、メール環境により、連絡に時間がかか

ることもある。C/P はメールアクセスのない人も多いため連絡が取りづらいことも多い。 

妥
当
性 

必要性 上位目標及びプロジェ

クト目標は南スーダン

社会の民主化における

放送メディアの課題を

解決する方策として整

合性があるか。 

社会的ニーズ分析結果 ・上位目標及びプロジェクト目標は南スーダン社会の民主化における放送メディアの課題を解決する方策として整合性がある。南

スーダン独立後の国づくりにおいて民主的な社会づくりをめざすなかで、国民が広く必要な正確な情報にアクセスできる手段とし

てのメディアの発展は不可欠であり、中立・公正な立場から全国民に情報を提供する公共放送局の構築は急務である。暫定憲法に

おける、「表現の自由」と「国民の知る権利」に基づき、メディア関連法案が策定され、2014 年 9 月に可決された。公共放送法に

基づき、現在の国営放送局である SSTVR は公共放送局 SSBC として組織改造が行われる予定である。 

上位目標及びプロジェ

クト目標は、対象地域、

対象グループ（情報・

放送省、南スーダン

TV・ラジオ）のニーズ

と合致しているか。 

対象地域、グループのニーズとの合

致 

・本プロジェクトのめざす上位目標及びプロジェクト目標は、南スーダンのメディアの発展と公共放送を担っていく国内最大のカ

バレッジをもち、国営放送局として政府の管轄下にある SSTVR が、中立・正確・公平なニーズに合致している。 
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優先度 プロジェクトは南スー

ダンの開発政策におけ

る放送メディア開発の

方針に合致している

か。 

南スーダン開発政策、メディア関連

法との整合性 

・本プロジェクトは、「南スーダン開発計画（South Sudan Development Plan 2011-2013）」（2016 まで延長）の重点目標 4分野

（ガバナンス、経済開発、社会・人間開発、紛争予防・安全保障）、及び、暫定憲法（The transitional constitution, 2011）

の第 24 条（Article 24: Freedom of Expression）、第 32 条（Article 32: Rights of Access to Information）に基づき策定さ

れ、2014 年 9 月に成立したメディア関連法（The Broadcasting Corporation Act, 2013 - Act No.63、The Media Authority Act, 

2013 - Act No.64、The Right to Access to Information Act, 2013 - Act No. 65)との高い整合性がある。 

プロジェクトは日本の

援助政策・JICA の援助

実施方針との整合性は

あるか。 

支援基本方針と重点分野、国別事業

展開計画におけるプロジェクトの

位置づけ 

・対南スーダン共和国援助方針（「事業展開計画」2011 年 11 月）では援助重点分野のひとつとして、新国家建設支援を開発課題

として掲げている。新国家の機能整備にあたり、ガバナンスに係る課題等が山積している現状にかんがみ、行政能力強化、民主的

国家建設の推進を図る、協力プログラム「行政能力強化プログラム」に本プロジェクトは位置づけられている。 

手段とし

ての適切

性 

プロジェクトはメディ

ア支援分野の開発課題

に対する戦略として適

切か。（プロジェクト

のアプローチ、対象地

域の選択の適切性、他

援助機関との援助協調

において、どのような

相乗効果があるか等） 

現行のプロジェクトアプローチの

内容、他援助機関のメディア支援プ

ログラムの最新状況 

・本プロジェクト開始前は、SSTVR の職員のほとんどは、研修を受けた経験がなく、JICA 専門家によると、日常の放送に必要な基

礎的な知識が不足していることが確認された。番組制作の基本となる提案票や構成表、ニュースの送出シートなども適切に作成・

運用されておらず、放送内容は単調であった。日常使用している機材についての知識が不足していることから、適切な管理が行わ

れず故障した機材が放置されたままになっている事例が散見された。このような状況を踏まえ、JICA 専門家による、講義と OJT を

通じて、番組制作のプロセスを SSTVR 職員に定着させ番組の質の向上を図るとともに、機材の適正な管理を徹底させるアプローチ

がとられており、より実践的かつ対象グループのニーズに応じた技術移転が実施されている。報道については、政府や政権与党に

過剰に依存したニュースが放送され、独立した編集権が存在しない状況に置かれている。公共放送局化を控え、倫理規範の制定や

記者ハンドブックなどを作成し、報道メンバーのなかで共有していくことで独立したメディアとしての意識を徐々に浸透させてい

る。 

対象グループの選定は

適切か。 

計画時における対象グループと現

状の比較 

・【SSTV】南スーダンの TV 放送業界において、SSTV は、最大のカバーエリアをもち影響力の大きい TV 局であるが、今後、民放の

増加に伴い（2012 年 11 月からは、民放の CTV が首都ジュバ市エリアで放送を開始）、競争にさらされることが予想される。SSTV

は、機材、要員の不足から、2012 年時点では、1日 11 時間の放送のみ実施しており、同じ内容をニュースも含め、翌日の午前中

に再放送していた。またカバーエリアも限定されている。このままの状況で公共放送局化されると、公共放送局の基本理念である

「公共の福祉のため、あまねく全国において受信できる」「国民の安心・安全を守る」という責任を果たせない状況にある。中間

レビュー時点では、放送時間は 16 時間に拡大している。 

・【SSR】2012 年時点では 1日 9時間の放送を行い、AM で 2 局、FM で 7 局のネットワークを構築し、中継局の不足から全国をカバ

ーしきれず、他ラジオ局との競合のなかで、国民によく聴取されているラジオとはいえない状況に置かれていた。中間レビュー時

点では政府の指令により 24 時間放送を実施しているが、これまでの紛争及び 2013 年 12 月以降に発生した武力紛争により、SSTVR

マラカル局が全滅であるなど、厳しい状況である。 

その他 事前評価以降、情報・

放送省の政策、南スー

ダン TV・ラジオをとり

まく環境の変化はない

か。 

計画時における政策、経済、社会状

況の現状の比較 

・2014 年 9月にメディア関連のパッケージ法案が可決され、SSTVR の公共放送化に向けた整備が急務となっている。 

・2013 年 12 月に発生したサルバ・キール大統領派とリエク・マシャール前副大統領派の武力衝突により、全国に波及した内戦の

影響で、国内のインフラ整備の進捗にも影響を与えている。SSTVR でもマラカル局の壊滅、慢性的な燃料供給不足などより多くの

運営上の課題に直面している。2015 年 8月の和平協定を受け、2015 年 12 月に予定されている新暫定政府発足に伴い、公共放送局

化が進展することを SSTVR 職員たちは期待している。他方、独立メディア規制局の委員候補、及び、公共放送局経営委員会メンバ

ー候補には、現在、情報統制を強化している政府の治安当局関係者が含まれており、現行案のまま進む場合、中立・公正な公共放

送化と逆行し、放送内容への干渉などが編集権の独立性が脅かされることが懸念される。 

有
効
性 

プロジェ

クト目標

の達成予

測 

投入、活動、アウトプ

ットの実績の状況をか

んがみて、プロジェク

ト目標達成の見込みは

あるのか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・プロジェクト目標はプロジェクト期間終了までにある程度は達成されると見込まれる。JICA 専門家の南スーダンへの派遣が中断

された 1 年以上に及ぶ期間、第三国研修や本邦研修に参加した SSTVR 職員を、JICA 専門家が直接現場でフォローアップすることが

できなかった。番組制作及び報道の中核的メンバーの能力強化は進んだものの、本中間レビュー時点で、他の職員への伝達はなさ

れていない。 

プロジェクト目標の達

成を促進する要因はあ

るか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・本プロジェクトでは、専門家の技術指導の下、各 WG によりマニュアル、ガイドライン、ハンドブック、倫理規範など各種技術

協力成果品が作成されている。これら成果品の活用により、国民へ公平で正確な情報が届けられることをめざした人材の能力強化

が促進される。 
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プロジェクト目標の達

成を阻害する要因はあ

るか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・2013 年 12 月以降、政府がメディアへの圧力を強めており、現在も国営放送局である、SSTVR 職員が自由で公正な放送を行う道

筋はますます制限されている状況である。 

因果関係 ４つのアウトプットは

プロジェクト目標を達

成するために十分であ

るか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・4 つのアウトプットに加え、SSTVR における要員体制の明確化、適切な要員配置、給与の支払い、研修を受けたスタッフが今後

のリーダーとして、他のスタッフを教育していく体制の構築など組織内部の課題解決が不可欠である。 

アウトプットからプロ

ジェクト目標達成に至

るまでの外部条件は、

現時点においても正し

いか。外部条件が満た

される可能性はある

か。 

外部条件①南スーダン TV・ラジオ

を公共放送局化するという政策が

維持される。 

・2014 年 9月、メディア関連パッケージ法案が可決されており、今後も外部条件が満たされる見込みは高い。しかし、公共放送局

経営員会の設置プロセスは遅れている。2015 年 9 月 21 日時点、National Legislative Assembly は独立メディア規制局の委員会

メンバーを選出し、4日以内に Vetting Committee は作業を進め、議長へ必要書類を提出するという話であったが、10 月 7日時点

で任命プロセスは遅れている。公共放送局の経営員会メンバーの任命プロセスについても同様である。これら委員会のメンバーに

よっては、政府の治安当局者が放送内容に介入するなど、公共放送局としての役割を果たすことが懸念される。 

外部条件②南スーダン TV・ラジオ

の職員のうちプロジェクト期間内

に研修を受けた職員が、南スーダン

TV・ラジオに在籍している。 

・OJT 及び第三国研修、本邦研修に参加した SSTVR 幹部及び職員の大多数は中間レビュー時点で SSTVR に在籍している。 

効
率
性 

アウトプ

ットの達

成度 

アウトプットの達成度

は適切か。（実績と目

標との比較） 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・中間レビュー時点で、成果 2の指標はある程度達成されており、成果 1、成果 3、成果 4の指標は、おおむね良い方向に進捗し

ており、成果が発現しつつある。しかし、研修を受けた中核的職員のスキルと知識が、組織内でカスケードされていない。 

アウトプット達成に貢

献した要因はあるか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・プロジェクトメンバー間の連携力の高さ、C/P のなかに優秀で積極的な職員がいるといった貢献要因のほか、成果 2 では、第 1

年次から開始した、毎日の「朝ミーティング」が定着し、WG2（機材維持管理）では会議の場を設け、チームで議論することが業

務の効率化につながると理解されたことで、ある程度自主的な参加が実現したことが成功要因となっている。第 1 年次のジェネレ

ーター導入により電気供給が安定し、組織体としての技術キャパシティが向上した。また、他 JICA プロジェクト（農業振興マス

タープラン）との連携も番組制作面での活動の活性化の貢献要因となっている。 

アウトプット達成を阻

害した要因はあるか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・2013 年 12 月の武力紛争勃発による、専門家現地派遣の中断に伴う、機材調達の遅延、第三国研修費用の増加は、効率性にマイ

ナスの影響を与えた。 

因果関係 活動は 4 つのアウトプ

ットを産出するために

十分な活動であった

か。 

「活動実績表」参照 ・成果 1、成果 2 は、活動の性質上、第三国でもほぼ計画どおり実施することができた。成果 3 及び成果 4については、多少の変

更が必要となった。成果 3と成果 4 の一部の活動は本来 SSTVR 内で実施するもので、第三国研修で実施するには制限が多かったが、

できるだけ多様な職種の SSTVR 職員を研修に招き、疑似的な番組制作専従班をつくりロケや収録に臨んだり、疑似的な企画会議や

企画コンペを行ったりするなど、可能な限りジュバで活動を行ったのと同じ環境で研修を実施した。TOT のコンセプトの下、SSTVR

職員のリーダー育成に努めた。しかし、C/P の業務状況や人員配置の都合により、毎回同じ研修員を第三国研修に呼び込むことが

できず、継続性が重要となる活動を実施することは困難だった。 

日本側の投入はアウト

プットを産出するため

に十分な投入であった

か。投入がタイミング

良く実施され、活用さ

れているか。 

①専門家の配置（人数、時期、分野）・2013 年 12 月～2015 年 1月、専門家チームの南スーダンへの渡航が不可能となり、効率性に影響を与えた。しかし、活動の継続

のため、第三国（ケニア、ウガンダ）に専門家を派遣し、C/P を招へいし、第三国研修の形で各成果の能力強化活動が実施された。 

・全体として専門家の派遣期間が短い。そのため、現地滞在中に十分な指導ができず、かつインフラ不足により不在時のメール等

によるやり取りもスムーズにできない。指導内容が専門家不在時に実行されにくく、研修の効果が限定的になってしまう。成果 2、

成果 3、成果 4に係る各 WG メンバーからも、特に OJT の際に専門家の指導は有益であるものの、専門家派遣期間が短かすぎること

が指摘された。また、機材調達については、機材の内容が専門的ということもあり、機材調達のための MM（機材専門家、業務調整）

を確保する必要がある。 
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②機材供与（種類、数、時期） ・第 1年次、2013 年 12 月以降の治安情勢の悪化により、専門家の派遣が中断され、発電機の土台工事は完了まで行い、発電機の

搬入まで行うこととなったが、そのほか計画していた供与機材の調達は中断されることになった。設置されたジェネレーターは適

切に管理、運用されており、SSTVR の放送の安定に貢献することとなった。 

・専門家が南スーダンに入国できない期間は、実質、立ち会い検査や機材導入後の技術指導ができないことから、携行機材を除き

当初計画していた供与を中止し、派遣が再開された第 3 年次以降に調達プロセスが再開した。 

③本邦研修、第三国研修の実施（研

修内容・期間・時期・人数） 

・2013 年 12 月以降、2015 年 1月まで、専門家は南スーダンへの渡航ができず、対応策として、第 2 年次の活動は第三国で実施さ

れた。 

④現地業務費の支出状況（現地研

修、ワークショップの実施など）

・現地業務費は、適切に支出されている。 

⑤現地スタッフの活用 ・プロジェクトの現地スタッフは、第 2 年次中、専門家が南スーダンへ渡航できなかった期間、第三国研修の実施により活動が継

続されたが、C/P、専門家、JICA 南スーダン事務所との連絡調整役を果たした。 

南スーダン側の投入は

アウトプットを産出す

るために十分な投入で

あったか。投入がタイ

ミング良く実施され、

活用されているか。 

①C/P の配置（人数、時期、分野、

兼任状況、資質） 

・C/P として、MOIB は延べ 3名を配置した。SSTVR からは JCC 及び各 WG へ延べ 61 名が配置されており、アウトプットを産出する

ために十分な投入であったといえる。 

②ローカルコストの負担状況 ・ジュバ市内でのセミナー、シンポジウム開催時の、C/P 側参加者の交通手段の提供 

③機材や施設の提供（種類、アイテ

ム、単価、数量、活用状況） 

・SSTVR 内に複数の会議室併設のプロジェクト事務所を新設する土地が提供された。また、完成するまでの間、SSTV 局長の執務室

を研修スペースとして提供した。 

活動からアウトプット

に至るまでの外部条件

は、現時点においても

正しいか。外部条件に

よる影響はないか。 

外部条件①政府関係者が、南スーダ

ン TV・ラジオの放送内容に干渉を

強めない。 

・2013 年 12 月の大統領派と前大統領派の武力衝突以降、政府の治安機関によるメディアに対する圧力は強まっており、SSTVR 内

でも政府による監視の目は強まっている。 

外部条件②各部門（機材管理・番組

制作・報道）の主要スタッフが南ス

ーダン TV・ラジオに引き続き在籍

する。 

・SSTVR 各部署の主要スタッフは本プロジェクト期間を通じ在籍している。第 1 年次にアサインされた WG4 メンバーは、退職、休

職、担当交代などにより機能していなかったため、第 3 年次改めて形成している。インフラ未整備により、天候によって C/P 職員

のなかには出勤できない者もいる。また、インターネット環境整備が不十分なため、効率的な連絡手段の確保が困難である。 

外部条件③南スーダンの治安状況

が回復・安定し、日本人専門家の再

配置が可能である。 

・2013 年 12 月以降、南スーダンの治安悪化により、JICA は職員と専門家を国外退避し、遠隔での事業運営を余儀なくされた。1

年以上にわたり、本プロジェクト専門家を含む関係者の現地派遣は中断され、本プロジェクトでは、専門家による南スーダン国内

での OJT 活動は実施できなかった。その後、治安状況が安定したことから、2015 年 1 月には専門家の現地派遣が再開された。 

コスト アウトプットは投入予

定のコストに見合った

ものか。投入コストに

見合ったプロジェクト

目標の達成が見込める

か。 

  ・紛争影響地域特有の状況下、アウトプットは投入コストに見合ったものであると考えられる。かかる状況下、プロジェクト目標

を十分に達成するうえで、専門家の残された派遣日数は不足しているといえる。また、供与機材を活用しての研修を行うためにも、

供与機材の迅速な投入が求められている。 

他のJICAのスキームと

の連携や他の援助機関

との連携によるコスト

面での効果があるか。 

他の JICA のスキーム（研修事業な

ど）の計画・実施状況、他ドナーの

メディア支援プログラムの最新状

況 

・JICA が支援を行う農業分野の C/P と協力し、SSTVR の特別番組専従班は南スーダンが発展するための番組の制作の検討を行って

いる。 

・第 1年次に JICA 集団研修（本プロジェクト予算外）に本プロジェクトの技術部門の C/P が 3名参加しており、帰国後も中心的

役割を担っている。 

・第三国研修では、ウガンダ及びケニアの公共放送局の協力を得て、各種研修が実施されており、南スーダンにとってより身近な

国を公共放送化のモデルとすることが可能となった。 
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イ
ン
パ
ク
ト
（
予
測
） 

上位目標

の達成予

測 

プロジェクト期間終了

後 3 年程度の時点で、

上位目標はプロジェク

トの効果として発現が

見込まれるか。また、

阻害要因はあるか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・上位目標がプロジェクト期間終了後 3 年程度の時点で達成される見込みは不確かである。今後、SSTVR が公共放送局へ移行して

いくなかで、最終的に、独立した編集権と財政面での自立性を確保することで、公平性と中立性の維持が実現すると推測される。 

因果関係 上位目標とプロジェク

ト目標は乖離していな

いか。 

関係者意見 ・上位目標とプロジェクト目標は乖離していないものの、設定された上位目標の 2 つの指標は、プロジェクト目標と乖離している。

南スーダンの人々へ正確・公平な情報を届けるための人材が SSTVR で育成されたとしても（プロ目）、SSTVR の「視聴者数」を上

昇させるためには（指標 1）、まず放送カバレッジ拡大のための放送施設の改修や、世帯レベルでのテレビ設置・利用を促進する

ことが不可欠であると推測される。また、放送内容の信頼性に対する「視聴者の認識」を向上させるためには（指標 2）、まず国

営放送である SSTVR が公共放送 SSBC へ改編し、編集権の独立性が確保されることが不可欠であると考えられる。 

プロジェクト目標から

上位目標に至るまでの

外部条件は、現時点に

おいても正しいか。外

部条件が満たされる可

能性は高いか。 

外部条件①南スーダン TV・ラジオ

を公共放送局化するという政策が

維持される。 

・2014 年 9月、公共放送局法を含むメディア関連法は成立したが、経営委員会の任命など、公共放送化プロセスは遅れている。2013

年 12 月の武力紛争勃発以降、政府がメディアへの干渉を強めており、制度上、公共放送局となっても、運営や放送内容への干渉

を続け、実質的に、公共放送局とはいえない状況となることが懸念される。公共放送局となってから 5 年後には、財政面で独自財

源を確保することが規定されており、その後、財源の政府への依存が減少すれば、より中立、公正な公共放送局が構築されると期

待される。 

波及効果 上位目標以外のポジテ

ィブ・インパクトは想

定されるか。 

ポジティブ・インパクト（政策制度、

法律等の整備、ジェンダー人権、環

境、技術、対象社会、文化的側面な

ど） 

・第三国研修で研修員が制作した番組や企画ニュースは、SSTV ですべて放送されたがクレジット表記のなかで JICA の名前を明示

し、JICA の支援で番組が制作されたことを南スーダンの国民にアピールした。番組内容は、国民の生活に直結する「農業問題」な

どをテーマとし、「民族融和」を意図しており、視聴者に強い印象を残したものと考えられる。 

・第三国研修については、両国で開催した 3カ国公共放送セミナー初日に KBC と UBC の会長が挨拶を行ったが、その模様を含むセ

ミナーが両局の同日夜のニュースで紹介され、プロジェクト活動の内容がケニアとウガンダの公共放送局を通じて両国の国民に広

く周知された。 

・KBC は SSTVR に職員を派遣する等の支援を行っており、このプロジェクトに対する関心が高く、3カ国公共放送セミナーの内容

と当プロジェクトの活動を記事にして KBC の社内報に掲載している。協力関係の促進という波及効果がみられる。 

プロジェクトの実施に

よるマイナスの影響は

あるか。それを軽減す

るための対策は取られ

ているか。 

ネガティブ・インパクト（政策制度、

法律等の整備、ジェンダー人権、環

境、技術、対象社会、文化的側面な

ど） 

・番組制作や報道取材制作技術の移転が、結果的に、政治的な圧力のなかで、政府広報啓発の強化につながるリスクはあるが、技

術そのものは中立であり、本プロジェクトでは、それを使う人間の意識を変えていくことを重視して各活動が実施されている。ま

た、放送に携わる SSTVR スタッフの公共放送としての使命と意識の向上を図っていくことに重点が置かれている。 

持
続
性
（
予
測
） 

政策・制度 南スーダン政府情報・

放送省及び南スーダン

TV・ラジオにおいて、

プロジェクトの効果を

持続していくための政

策や制度的な措置はな

されるか。 

南スーダン開発政策、メディア関連

法、その他情報・放送省の戦略計画

・公共放送局法を含むメディア関連法は 2014 年 9 月に成立しており、国営放送 SSTVR が公共放送 SSBC へ改編する政策は維持され

ると見込まれる。しかし、新公共放送局の経営委員会及び独立メディア規制局の委員の候補には、治安当局関係者、その他政府関

係者が含まれており、現在の候補者がそのまま経営委員として任命されることで、制度上、公共放送局となっても、運営や放送内

容への干渉を続け、実質的に理想的な公共放送局となることが難しくなるとの懸念もある。 

組織・財政 協力終了後も効果をあ

げていくための活動を

実施するに足る組織能

力はあるか。 

人材配置、意思決定プロセスなど

（情報・放送省、南スーダン TV・

ラジオ） 

・短期ロードマップ及び策定予定の中長期ロードマップに従い、SSTVR が公共放送局化され、雇用制度や人事体制、各役職の職務

内容の明確化などの整備が行われるとともに、政府による補助金への適切な予算配分が行われることが不可欠である。また、プロ

ジェクト期間終了までに、企画会議や提案会議を C/P が中心となって開催することを促進し、優秀な職員をトレーナーとして育成

し、研修計画の策定・実施を促進することで、持続性を担保していくことをめざしている。 
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C/P のプロジェクトに

対するオーナーシップ

は、十分に確保される

か。 

関係者（情報・放送省、南スーダン

TV・ラジオ）、JICA 専門家意見 

・成果①WG1 は公共放送局化の動向が不確定であることから、消極的な面があるものの、ロードマップに対するオーナーシップは

醸成されている。 

・成果②機材運用保守管理マニュアルの作成過程において、C/P のオーナーシップが醸成されており、実用化を進めるにあたり、

一層高まる見込み。 

・成果③第 2年次までの研修を通じ、番組制作の実習経験を経て技術部門を含むチームワークの重要性を学んだ。特別番組専従班

の形成により、活動へのオーナーシップが醸成されることが見込まれる。 

・成果④第 3年次、WG4 は、記者ハンドブックの作成に際し、自主的に考え作成を進めており、会議の進行も自主的に実施されつ

つある。 

経常経費を含む予算の

確保は行われている

か、 当該国側の予算措

置は十分に講じられて

いるか。 

南スーダン TV・ラジオへの政府補

助金の拠出実績、事業計画など 

・財政面では、慢性的に SSTVR の運営予算が不足している。給与は支払われているが、遅延があったり、手当（夜勤、Radiation 

Allowance 等）が支払われない状況である。2011 年 7 月の独立以前は、政府から機材維持管理費用も拠出されていたが、新国家と

なってから、また、2013 年 12 月以降は防衛費への予算が優先となっているうえ、緊縮財政の影響も受けている。 

・公共放送局法によると、公共放送局設置後 5年間は、基本的に政府の補助金により運営されるが、受信料、補助金、広告料、そ

の他商業活動、寄付からの資金などの収入源を確保すると規定されている。公共放送局の運営には、独立した財源が不可欠であり、

この 5年間に補助金以外の財源を確保するシステムを構築する必要があり、本プロジェクトは基盤づくりに貢献するものである。 

技術 プロジェクトで用いら

れる技術は継続的に受

容されつつあるか（技

術レベル、社会的・慣

習的要因等）、そのた

めの技術移転の手法は

適切か。 

南スーダン TV・ラジオの C/P、その

他スタッフの知識、技術レベル、配

置状況など 

・技術移転の手法は適切である。機材運用管理マニュアルは、著作に携わった C/P を中心に理解が広まっており、朝ミーティング

を通じ、より広く周知される予定。番組ガイドラインは、最終化後、恒常的に参照し、活用することで、次第に定着していくもの

と見込まれる。報道倫理規範は、作成に携わり、報道研修への参加を通じ、認識及び意識の変化がみられつつある。特に、公共放

送の使命は定着してきている。 

供与施設・機材の維持

管理は適切に行われる

見込みか。 

南スーダン TV・ラジオの技術スタ

ッフの知識、技術レベル、配置状況

など 

・供与されたジェネレーターは適切に管理・運用され、SSTVR の放送の安定に大きく貢献している。第 3年次に調達を進めている

供与機材も、TV・ラジオの各官位スタジオ、提案票・構成表・原稿など、共有のための PC 等、放送局として基本的なシステムを

構築する内容で、基本設備が欠如、不足する同局には不可欠であり、日常業務ですぐに利用されることが見込まれる。全般的な保

守管理体制は、予算不足もあり、十分とはいえないが、機材運用保守管理マニュアルに基づき、保守管理の指導が JICA 専門家に

より実施中である。また、ドバイでの VTR 研修参加者が帰国後、自発的に 3台を修理しており、保守管理能力は着実に向上してお

り、持続性は高い。 

南スーダン TV・ラジオ

が技術普及のメカニズ

ムを維持できる可能性

は、どの程度あるか。 

WG の機能、南スーダン TV・ラジオ

内の人材育成制度など 

第 3 年次以降、WG のメンバーを中心に、TOT を実施していく予定。その後、職員への普及を図るために、C/P 自身による組織的な

研修計画策定を推進する必要がある。 

社会・文化 多様性への配慮不足に

より持続的効果を妨げ

る可能性はないか。 

関係者意見 ・本邦研修、第三国研修を通じ、SSTVR 及び MOIB からの参加者は、公共放送局としての役割に加え、紛争予防配慮の重要性を学ん

でいる。また、倫理規範には民族間対立などを助長しない報道や女性、子どもなど弱者への配慮も規定するなど、この国の実情に

沿った内容も盛り込まれている。多様性への配慮の促進が図られていることから、持続的効果が妨げられる可能性は低い。 

その他 持続性を阻害するその

他の要因はあるか。 

関係者意見 ・2013 年 12 月に発生した現政権と前大統領派間の武力衝突以降、政府はメディアへの干渉を強めている。特に、2015 年 8 月には

和平協定に係る大統領へのプレッシャーもあり、政府は言論統制を強化し、政府に対し批判的な内容を報道する新聞が、治安当局

者より発行停止命令を受けたり（8 月 1 日 Al－Radi、8 月 4 日 Citizen)、ラジオプロダクション（8 月 5 日 Free Voice)、ラジオ

局（Radio Tamajus)が相次いで閉鎖措置を受けたりという事態が続いている。 
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